
（平成２２年１１月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 50 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 31 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 68 件

国民年金関係 33 件

厚生年金関係 35 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 4644 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月から 50年３月まで 

私は、昭和 48 年９月末で勤めていた会社を辞めた後、時期は定かではな

いが、父親や退職した会社の先輩から国民年金の話を聞いて知識があった

ため、区役所で国民年金の加入手続を行った。 

申立期間の国民年金保険料については、私が納付書により近くの金融機

関で納付しており、金額等の記憶は無いが、納付できる保険料は欠かさず

納付していたので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間後の国民年金保険料に未納は無く、当該期間後の種

別変更手続を適切に行っている上、年金手帳においても住所及び氏名の変

更手続を適切に行っていることが確認できることから、国民年金に対する

関心及び保険料の納付意識が高かったものと認められる。 

    また、申立期間のうち、昭和 49 年４月から 50 年３月までの期間につい

て、申立人の国民年金の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番号

の前後の番号が付与された任意加入被保険者の資格取得日から、51 年５月

から同年９月までの間と推認されることから、現に納付済みとなっている

昭和 50 年度の国民年金保険料については、その時点で、過年度納付された

ことになり、昭和 51 年５月の時点からみると、申立期間のうち 49 年４月

から 50年３月までの期間の保険料も、過年度納付が可能な期間である。 

    さらに、申立人は、昭和 52 年 10 月に婚姻の届出をしており、申立人が

所持している年金手帳にも、婚姻による氏名変更年月が同年同月と記載さ



 

  

れているにもかかわらず、オンライン記録によると、強制加入被保険者か

ら任意加入被保険者への変更年月が 53 年 10 月とされていることに加え、

同手帳には、強制加入被保険者でなくなった日として 52 年 10 月、新たに

任意加入被保険者となった日として 53 年 10 月と記載され、上述の変更年

月とも相違しているなど、申立期間についても行政側の記録管理が適切に

行われていなかった可能性がある。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 48年 10月から 49年３月までの期間につい

て、申立人は、同年９月末に勤めていた会社を退職した後、国民年金の加

入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、加入手

続時期及び保険料納付等の記憶が曖昧
あいまい

であり、国民年金の加入状況及び保

険料の納付状況が不明である。 

    また、前述のとおり、昭和 51 年５月から同年９月までの間と推認される

申立人の加入手続時期において、申立人に対し、時効により 48 年 10 月か

ら 49 年３月までの国民年金保険料の納付書は発行されておらず、申立人は、

当該期間の保険料を納付することができなかったものと考えられる上、申

立人が当該期間の保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記号番号

が払い出される必要があるが、申立人は、申立期間の始期から手帳記号番

号が払い出された時期を通じて、同一区内に居住しており、別の手帳記号

番号が払い出されるとは考えにくく、その形跡も見当たらない。 

    さらに、申立人が申立期間のうち、昭和 48年 10月から 49年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4645 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年４月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成５年４月から６年３月まで 

私は、大学生のときに、区役所で国民年金の加入手続を行った。申立期

間の国民年金保険料については、大学４年生のころ、アルバイトで得た収

入により申立期間の一部を３回に分割して納付した後、就職する直前に、

残りの期間をさかのぼってまとめて納付したことを記憶している。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、大学４年生であった平成５年ごろに、申立期間の国民年金保険

料について申立期間の一部を３回に分割して納付した後、就職する直前に未

納であった残りの申立期間の保険料を一括して納付したと主張しているとこ

ろ、申立人の国民年金手帳記号番号は、同年３月ごろに払い出されているこ

とが確認できる上、申立人が納付したとする保険料額は、申立期間の保険料

を実際に納付した場合の金額とほぼ一致していることから、申立内容に特段

不合理な点は認められない。 

   また、申立人の母親は、申立人が大学４年生のときに区役所で国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を納付してきたと話していたことを憶
おぼ

えて

おり、「当時、息子（申立人）は、Ａのアルバイトをしていたことから収入

があり、運転免許の取得や就職の関係で区役所に住民票等を取りに行った際、

併せて同区役所で保険料を納付していた。」と証言している。 

   さらに、申立期間は１回、かつ 12か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4646 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 44年１月から 50年３月まで 

② 昭和 62年１月から同年３月まで 

申立期間①について、私は、実家の家業を継ぐため会社を退職した昭和

44 年１月ごろ、区役所で国民年金の加入手続を行った。国民年金保険料に

ついては、私が両親の分も含め３人分を、金融機関又は区役所の窓口で納

付書により現年度納付していた。 

申立期間②については、私は、昭和 62 年１月ごろに会社を退職してから

再就職するまでの３か月間、毎月約 7,000 円の国民年金保険料を、金融機

関又は区役所の窓口で納付書により納付していた。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、昭和 62 年１月ごろに会社を退職してか

ら再就職するまでの３か月間、金融機関又は区役所で国民年金保険料を納

付していたと主張しているところ、申立期間②前後の厚生年金保険の記録

は、平成 12 年７月に統合されていることがオンライン記録により確認でき

ることから、申立期間②当時、申立人は国民年金の被保険者であったこと

が推認できる上、申立人は、昭和 61 年４月及び同年５月の保険料の還付を

受けており、昭和 61 年度の納付書を所持していたものと考えられることか

ら、申立期間②の保険料を納付することは可能であったものと認められる。 

    また、申立人は、申立期間②の国民年金保険料額について、毎月約

7,000 円を納付していたと述べており、当該期間の保険料額とおおむね一



 

  

致する上、申立期間②は３か月と短期間である。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、会社を退職した昭和 44 年１月ご

ろ、区役所で国民年金の加入手続を行い、金融機関又は区役所で国民年金

保険料を納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号

の前後の番号の任意加入者の資格取得日から、申立人が国民年金の加入手

続を行った時期は、53 年３月と推認でき、申立人は、申立期間①直後の昭

和 50年度及び 51年度の保険料を昭和 53年３月に過年度納付したことを示

す領収書を所持していることから、44 年１月ごろに国民年金の加入手続を

行い、61 年４月に再就職するまで現年度納付により保険料を納付していた

とする申立人の主張と一致しない。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年２月に払い出されて

いることが確認でき、申立期間①当時は国民年金の未加入期間で国民年金

保険料を納付することができない期間であり、申立人のものと推認される

別の手帳記号番号が 42 年９月に職権で払い出されていることが確認できる

ものの、その時期は申立人が厚生年金保険被保険者であったことから既に

取り消されており、当該手帳記号番号により保険料を納付していた形跡も

見当たらない。 

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間①の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4647 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年１月から 63 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 48年３月から 50年３月まで 

② 昭和 60年１月から同年９月まで 

③ 昭和 61年１月から 63年３月まで 

申立期間①当時、私は、専門学校の学生であり、国民年金保険料の免除

の申請を行わなくても、自動的に保険料が免除されていると思っていた。 

昭和 63年１月に、申立期間②及び③を含む 60年１月から 63年３月まで

の国民年金保険料を一括で納付したにもかかわらず、60 年 10 月から同年

12月までの３か月のみの保険料が納付済みとなっている。 

申立期間①が未加入とされ、申立期間②及び③の国民年金保険料が、未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③につき、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意

加入者の資格取得日から、申立人は、昭和 63 年１月ごろに国民年金の加入

手続を行ったものと推認できる。オンライン記録では、申立人が国民年金

の加入手続を行った同年同月の時点で、納付可能な 60 年 10 月から同年 12

月までの国民年金保険料を納付していることが確認でき、申立人が国民年

金の加入手続を行っておきながら、申立期間③の直前の３か月のみの保険

料を納付し、申立期間③の保険料を納付しなかったとは考えにくい。 

    また、申立人は、申立期間③直後の昭和 63 年４月から平成元年３月まで

の国民年金保険料を前納しており、申立人が昭和 63 年 10 月に厚生年金保

険に加入したことに伴い、同年同月から平成元年３月までの保険料が、申

立人に還付されていることが確認できる。制度上、保険料の還付金又は過



 

  

誤納金がある場合において、還付を受けるべき者につき納付すべきとされ

ている保険料があるときは、還付に代えて、先に経過した月の保険料から

順次充当することとされているが、申立人が厚生年金保険に加入したこと

に伴い生じた還付金は、充当されずに、申立人に還付されているため、当

該還付金が生じた時点において、当該還付金が充当される期間は無く、申

立期間③の保険料は、納付済みであったものと考えられる。 

 

  ２ 一方、申立期間①につき、申立人は、国民年金に関する手続を行った記

憶は無く、国民年金の加入手続や国民年金保険料の免除の申請を行わなく

ても、自動的に保険料が免除されていると思っていたとしているが、制度

上、申立期間①当時に、専門学校の学生であることを理由として、自動的

に国民年金への加入手続が行われ、かつ保険料が免除されることは無いた

め、申立期間①の保険料が免除されていたとは考えにくい。 

    また、申立期間②につき、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号

の任意加入者の資格取得日から、申立人は、昭和 63 年１月に国民年金への

加入手続を行ったものと推認でき、オンライン記録では、同年同月に、申

立期間②直後の 60年 10月から同年 12月までの国民年金保険料が納付され

ていることが確認できるため、申立人に対し、63 年１月の時点において納

付することが可能であった 60 年 10 月以降の保険料の納付書が発行された

ものと考えられる。このことから、申立人に、申立期間②の保険料の納付

書は発行されておらず、申立人は、申立期間②の保険料を納付することが

できなかったものと考えられる。 

    さらに、申立期間①の国民年金保険料が免除されていたこと、及び申立

期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、ほかに申立期間①の保険料が免除されていたこと、及び申立

期間②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 61 年１月から 63 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4648 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成２年２月から３年５月までの期間及び４

年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成元年４月から３年５月まで 

② 平成４年１月から同年３月まで 

③ 平成４年 10月から５年９月まで 

④ 平成５年 12月 

私は、離婚し実家に戻った平成４年初めごろ、区役所で国民年金の担当

者から、「結婚中の国民年金保険料に約３年間近くの未納期間があるが、

２年前まではさかのぼって納付可能であり、それ以前は納付できない。」

と説明を受けた。同担当者から、納付可能な期間の保険料額を聞いたが、

約 19 万円と高額だったので、父親にお金を 20 万円借りて、同年３月ごろ、

同期間の保険料を一括納付した。その後は、毎月、区役所で保険料を納付

していた。私は、父親に借りたお金で、納付可能な期間の保険料を一括納

付したものの、一部未納期間が残ってしまったが、その後、未納期間が生

じないように保険料を納付していたはずなのに、申立期間①、②、③及び

④の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②については、申立人は、平成４年３月ごろに、納付可

能な期間の国民年金保険料を、その父親にお金を借りて一括納付したと述

べている。確かに申立人がお金を借りたとするその父親は、申立人にお金

を貸した旨を具体的に述べており、信憑
ぴょう

性が感じられることに加え、申立

人の主張するその保険料額は、申立人が一括納付したとする時点において、

納付可能な申立期間①のうち２年２月から３年５月までの期間及び申立期

間②の保険料を実際に納付した場合の保険料額と、おおむね一致しており、



 

  

申立人が当該期間の保険料を納付していたと考えても特段不合理ではない。 

 

  ２ 一方、申立期間③及び④については、申立人は、加入手続後、国民年金

保険料を毎月納付していたと述べているが、申立期間③直後及び申立期間

④前後の保険料を過年度納付しており、申立内容とは相違がみられる上、

その後平成６年４月から保険料の免除の申請がされているが、同申請手続

について憶
おぼ

えていないなど、同期間の保険料の納付状況は不明である。 

    また、申立人が、申立期間③及び④の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに同期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成２年２月から３年５月までの期間及び４年１月から同年３月までの期

間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4649 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年 10 月から 58 年９月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年 10月から 59年９月まで 

私は、昭和 56 年８月に会社を退職後、市役所で国民年金の加入手続を行

った。国民年金保険料については、当初は納付書により納付したが、すぐ

に口座振替に切り替えた。58 年４月に結婚して他市に転居した後は、市役

所で同年９月までの保険料を納付したが、妊娠し、外出を控えるようにな

ったため、納付ができなくなり、その後、第３号被保険者への種別変更手

続を行った際、市役所の職員から過去の未納期間について指摘されたこと

から、さかのぼってすべての期間の保険料を納付した。申立期間が未納と

されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、昭和 56 年８月に会社を退職後、市役所で国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料の納付を開始してすぐに口座振替に切り替えて納

付したと主張しているところ、申立期間当初に申立人が居住していた市の

被保険者名簿が同年同月に作成されていることが確認できる上、当該名簿

に記載されている申立人の保険料の納付方法が、口座振替となっているこ

とから、申立人の主張に特段不合理な点は見当たらない。 

    また、申立人は、申立期間の直前の期間にあたる昭和 56 年８月及び同年

９月の国民年金保険料を納付している上、転居の都度、住所変更手続を適

切に行っていたことが、申立人の所持する年金手帳より確認できることか

ら、国民年金に対する意識は高かったものと推認でき、58 年９月まで保険

料を納付していたとする申立内容は信用できる。 

 



 

  

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 58年 10月から 59年９月までの期間につい

て、申立人は、過年度納付により国民年金保険料を納付したと主張してい

るが、納付時期や金額などについては、記憶が定かではないとしており、

具体的な保険料の納付状況が不明である。 

    また、申立人は、申立期間の直後にあたる昭和 59年 10月から 61年３月

までの期間の国民年金保険料についても過年度納付を行っており、一部の

期間の納付書を所持しているが、この納付書の記載内容及びオンライン記

録より、申立期間のうち、58 年 10 月から 59 年９月までの期間について過

年度納付を行ったとする申立人の記憶は、59 年 10 月から 61 年３月までの

期間についての過年度納付であったものと考えるのが合理的である。 

    さらに、申立人が申立期間のうち、昭和 58年 10月から 59年９月までの

国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、源泉徴収票

等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 56年 10月から 58年９月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4650 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年７月から 53 年３月までの期間及び

54 年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月から 45年３月まで 

② 昭和 52年７月から 53年３月まで 

③ 昭和 54年７月から同年９月まで 

私が昭和 42 年３月に会社を退職した後、父親の会社で働き始めたので、

父親が、私の国民年金の加入手続を行い、私と両親の３人分の国民年金保

険料を納付していたと思う。 

その後、昭和 52 年１月に結婚した後は、妻が、夫婦二人分の国民年金保

険料を納付していたと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②及び③について、申立人は、昭和 52 年１月に結婚した後は、

その妻が、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと思うと主張して

いるところ、その妻は、「結婚してからは、自宅に納付書が届いていたの

で、夫婦二人分の保険料を郵便局で一緒に納付していた。」と証言してい

る上、同年同月から申立人及びその妻が厚生年金保険に加入する前月の 56

年５月までの申立人の保険料は、申立期間②及び③を除いて納付済みとさ

れている。 

    また、申立人の妻の申立期間③の国民年金保険料は納付済みとされてい

ること、及びその妻の申立期間②の保険料は未納とされているものの、そ

の前後の期間の保険料は、現年度納付されていることが、その妻の特殊台

帳により確認できることから、その妻が、それぞれ９か月及び３か月と短

期間である申立期間②及び③の夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた



 

  

と考えても特段不合理な点は認められない。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、昭和 42 年３月に会社を退職した

後に、その父親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立人及びその

両親の３人分の国民年金保険料を納付していたと思うと主張しているが、

申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておら

ず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとするその父

親は、既に他界していることから、申立期間①当時の国民年金の加入状況

及び保険料の納付状況は不明である。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 45 年５月に職権適用で払

い出されていることが確認でき、申立人は、申立期間①から手帳記号番号

の払出時期を通じて、同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

    さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 52年７月から 53 年３月までの期間及び 54年７月から同年９月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4651 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年４月から 49 年３月までの期間、55 年１月から同年３月

までの期間及び 59 年４月から同年７月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 49年３月まで 

② 昭和 55年１月から同年３月まで 

③ 昭和 59年４月から同年７月まで 

私の母親が、昭和 38 年＊月ごろ、私の国民年金の加入手続をしてくれた。

結婚後は、夫が夫婦二人分の国民年金保険料を納付してくれたが、私の保

険料だけが未納となっており、納得ができず申立てを行った。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金保険料は、20 歳に到達した昭和 38 年＊月に国民年金に

加入して以降、申立期間以外に５か月の未納期間はあるものの、そのほかの

期間はすべて納付済みであり、国民年金に対する意識は高かったものと認め

られる。 

   また、国民年金保険料を一緒に納付していたとするその夫の保険料は納付

済みとされている上、申立期間の前後の保険料は納付済みであり、当時、申

立人の住所やその夫の仕事に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められ

ず、途中の申立期間の保険料が未納とされているのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4652 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年 10 月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成元年６月 

② 平成元年 10月 

私は、時期については不明だが、国民年金の加入を勧める手紙が郵送さ

れてきたので、その手紙を持参し市役所で国民年金の加入手続を行った。

国民年金保険料については、加入手続の際、過去の分も納付できると知り、

納付できる保険料について口座振替での納付を申し出たが、すべての保険

料を口座振替で納付することはできないと言われたので、口座振替の開始

前までに、まとめて現金で納付した記憶がある。納付した金額ははっきり

憶
おぼ

えていないが、意外と多額で驚いたものの、貯金をしておいて良かった

と思った記憶がある。 

また、平成元年 10 月の国民年金保険料については、納付日が時効を過ぎ

ていたため還付されたということだが、同年同月より前の保険料は納付済

みになっているにもかかわらず、同月の保険料だけが還付されるとは考え

られない。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料を口座振替の開始前まで

にまとめて納付したと主張している点に関して、口座振替により申立人の

保険料を納付するための手続が平成３年 11 月に行われていること、申立人

の取引銀行の当時の口座残高から過去の保険料をまとめて納付する資力が

十分あったものと考えられることなど、申立人が、口座振替の開始前に過



 

  

去の保険料をまとめて納付したとする主張には不自然さは見られない。 

    また、オンライン記録では、申立期間②の国民年金保険料は時効後に納

付したということで還付されているものの、平成３年８月ごろと推認でき

る加入手続時点で納付可能な過去の保険料をさかのぼって一括納付しよう

と決意した申立人が同年 12 月になるまで過年度保険料を納付しなかったと

は考え難く、同記録では、申立期間②直前の３か月分の保険料が納付済み

とされており、当該保険料とともに申立期間②の保険料もまとめて納付さ

れていたと考えても不合理ではない。 

    さらに、申立人は、加入手続以降においては、申立期間①及び②を除い

て国民年金保険料をすべて納付しており、保険料の納付意欲が高かったも

のと認められる上、平成３年度の保険料を現年度納付していることが確認

でき、より安価である申立期間②の保険料を納付しなかったとは考えにく

い。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、時期は不明だが、市役所で国民

年金の加入手続を行い、過去の分の国民年金保険料をまとめて現金で納付

した記憶があると述べているが、申立人の国民年金の記号番号の前後の番

号が付与された被保険者の 20 歳到達時期や厚生年金保険の資格喪失時期な

どから、申立人は平成３年８月に加入手続を行ったことが推認でき、加入

手続の時点で、当該期間の保険料は時効により納付することができず、納

付書が発行されることもなかったと考えられる。 

    また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付するためには、別の

国民年金の記号番号が払い出される必要があるが、申立期間①から記号番

号が払い出された時期を通じて、申立人は同一市内に居住しており、別の

記号番号が払い出されるとは考えにくく、その形跡も見当たらない。 

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成元年 10月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4653 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年９月から４年５月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 63年４月から同年８月まで 

② 昭和 63年 10月から平成元年３月まで 

③ 平成元年５月から同年 10月まで 

④ 平成元年 12月から２年１月まで 

⑤ 平成２年３月から同年５月まで 

⑥ 平成２年７月から３年６月まで 

⑦ 平成３年９月から４年５月まで 

私は、昭和 58 年に退職した後、時期は思い出せないが国民年金に加入し

た。国民年金保険料については、主に自分自身で納付していたが、一時期、

納付できない時期があったことは憶
おぼ

えている。平成元年 12 月の結婚後にお

いては、私の妻が保険料を納付した。申立期間④、⑤、⑥及び⑦の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

また、結婚前に未納にしていた国民年金保険料も、さかのぼって納付し

未納を解消した方が良いと考え、私の妻が月々の保険料と一緒に納付した。

結婚後、過去の未納分の納付を開始したのは結婚直後だったと思うが定か

ではない。いつ、過去の未納分を払い終えたかについては、平成４年＊月

に娘が誕生し、その前後に夫婦で「これで払っていない分は無くなっ

た。」と会話をしたことを憶
おぼ

えている。申立期間①、②及び③の保険料が

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間⑦について、平成４年７月に居住することとなった区において、

同年同月に被保険者名簿が作成されていること、申立人の所持する年金手



 

  

帳に、同年同月に同区への住所変更が行われた記載があること、及び同年

10 月以降は国民年金保険料の収納日が月末日になっていることから、申立

人は同年７月以降、同区で住所変更及び口座振替の手続を行ったと考えら

れる。 

    また、オンライン記録では、平成３年７月の国民年金保険料は５年７月

に、４年６月から同年９月までの保険料は６年７月に、それぞれ過年度納

付されていることから、申立人が住所変更及び口座振替の手続を行った時

点においては、当該期間は未納であったと考えられ、そのことにより、平

成５年度になって申立人に納付勧奨がなされ、発行された過年度納付書で

申立期間⑦の保険料を納付したと考えても不合理ではなく、申立人の妻が、

夫の過去の未納を知ったのは「催告書」によってであると述べていること

とも符合する。 

 

  ２ 一方、申立期間①から⑥について、申立人の主張は、結婚をきっかけに

国民年金保険料を月々納付することとし、同時に「催告書」によって、結

婚前の未納を知ったその妻の提案により、結婚前の未納分についても、

月々の保険料の納付と平行して納付していたというものである。しかし、

１で述べたとおり、現在納付済みとされている期間のうち、一部の期間は

過年度で納付されていることから、結婚後は月々保険料を納付したとする

申立人の主張とは一致しない上、申立人自身は申立期間①から⑥の保険料

の納付に直接関与しておらず、保険料を納付したとするその妻も、「結婚

後、夫の結婚前の保険料の未納を知ったのは『催告書』によってであ

る。」こと以外には、結婚前の未納分と、結婚後の納付分を一緒に納付し

ていた期間、その保険料額などについては思い出すことができないとして

おり、申立期間①から⑥までの保険料の納付状況の詳細が不明である。 

    また、申立期間①から⑥までは、合計で 34 か月であり、この間、申立人

は、二つの異なる区に居住していることを考え合わせると、複数の行政機

関が、これだけの長期間にわたって継続して記録管理を誤ったとは考えに

くい。 

    さらに、申立人が申立期間①から⑥までの国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成３年９月から４年５月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4654 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年７月から同年 11 月までの期間及び２

年 12 月から３年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 63年３月から平成元年５月まで 

② 平成元年７月から同年 11月まで 

③ 平成２年 12月から３年３月まで 

私は、会社を退職する都度、すぐに区役所で国民年金の加入手続を行っ

た。 

その後、国民年金保険料を、母親が区役所で納付したか、私が銀行で納

付しており、遅れて納付したことも、かなりあったと思う。 

申立期間①から③までの国民年金保険料が、未納とされているのは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、国民年金の加入手続後、国民年金第３号被保険者となるまで

の間、国民年金保険料を完納しているなど、保険料の納付意欲は高かった

ものと認められる。 

    また、申立期間②及び③につき、申立人の国民年金手帳記号番号は、平

成３年７月に払い出されており、オンライン記録では、その時点で納付す

ることが可能である元年６月及び２年 11 月の国民年金保険料は納付済みと

なっている。申立人は、保険料を、遅れて納付したこともあったとしてお

り、納付意欲の高かった申立人が、国民年金の加入手続を行っておきなが

ら、申立期間②及び③のそれぞれ直前の１か月ずつの保険料のみを納付し、

申立期間②及び③の保険料を納付しなかったとは考えにくい。 

    さらに、申立期間②及び③は、それぞれ５か月及び４か月と短期間であ

り、申立人が、申立期間②及び③の国民年金保険料を納付したと考えられ



 

  

る時点において、申立人の保険料を提供していたとする申立人の父親の標

準報酬月額は上位の等級で推移していたことが確認できるため、申立期間

②及び③の保険料を納付するだけの資力はあったものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、会社を退職する都度、国民年金

の加入手続を行い、申立人及びその母親が、申立人の国民年金保険料を納

付していたとしているものの、その記憶は曖昧
あいまい

であることに加え、申立人

の母親も保険料の納付についての記憶が定かではなく、申立期間①の国民

年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成３年７月に払い出されて

おり、その時点において、納付することが可能である元年６月以降の国民

年金保険料の納付書が発行されたと考えられるほか、申立人は、申立期間

①当時から手帳記号番号が払い出された３年７月までを通じて、同一市内

に居住しているため、別の手帳記号番号が払い出される事情はうかがえず、

申立期間①は、当時、未届けによる未加入期間であり、保険料を納付する

ことはできなかったと考えられる。 

    さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成元年７月から同年 11 月までの期間及び２年 12 月から３年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4655 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年６月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年６月から同年８月まで 

私の両親は、私が昭和 42 年にそれまで勤めていた会社を退職した後、私

の国民年金の加入手続を行い、自宅に来ていた集金人に国民年金保険料を

納付してくれたはずである。それにもかかわらず、申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その両親が昭和 42 年に申立人の国民年金の加入手続を行ってく

れたと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加

入者の資格取得日から、申立人の加入手続時期は、同年８月から同年 11 月

までの間と推認され、申立内容と一致する。 

   また、申立人の特殊台帳によると、資格取得日が昭和 42 年６月となってお

り、申立期間は強制加入期間であるにもかかわらず、同年８月の納付記録欄

に、「この月まで納付不要」の記載があることに加え、同台帳の申立人の氏

名も誤って記載されているなど、行政側の記録管理が適切に行われていなか

った可能性がうかがえる。 

   さらに、申立期間は１回、かつ３か月と短期間であり、申立人は、申立期

間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付しており、保険

料の納付意識は高かったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4656 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年１月の国民年金保険料については、

重複して納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 44年１月 

② 昭和 53年５月及び同年６月 

私は、昭和 43 年９月に厚生年金保険から国民年金への切替手続を区役所

で行い、44 年１月まで区役所で国民年金保険料を納付していたが、同年５

月ごろ、申立期間①の保険料を納付するようにと過年度納付書が郵送され

てきたので、当該期間の保険料を重複納付した。 

申立期間②について、私は病気のため昭和 53 年３月に会社を退職し、厚

生年金保険第４種被保険者の資格を得て、厚生年金保険料を納付していた

ところ、市役所から申立期間②の国民年金保険料の納付通知書が届いたの

で、当該期間の保険料を金融機関で納付した。 

社会保険事務所（当時）に照会したところ、申立期間①及び②の国民年

金保険料は還付したとの回答であったが、私は還付を受けていないことか

ら還付してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、昭和 44 年５月ごろ、既に納付した国民

年金保険料の過年度納付書が郵送されてきたため、当該期間の保険料を重

複納付したと述べているところ、申立人の所持する国民年金手帳には、43

年９月から申立期間①までの保険料を現年度納付したことを示す検認印が

押されていることが確認できる上、申立人は、申立期間①の過年度保険料

を納付したことを示す領収書を所持していることから、保険料を重複して

納付していた事実が確認できるが、申立人の特殊台帳には、当該保険料が

還付された形跡は見当たらない。 



 

  

 

  ２ 一方、申立期間②について、申立人は、厚生年金保険第４種被保険者で

あった時期に、市役所から申立期間②の納付書が届いたので、当該期間の

国民年金保険料を納付したが、その後、保険料の還付を受けた記憶は無い

と主張しているところ、申立人は当該期間の領収書を所持しているものの、

申立人の特殊台帳には、当該期間の保険料について還付決定された記録が

確認できる上、申立人は、昭和 53 年８月１日付けで社会保険事務所（当

時）から発行された厚生年金保険第４種被保険者の決定通知を所持してい

ることから、当時、申立人は、申立期間②の保険料を納付した後に厚生年

金保険第４種被保険者の資格をさかのぼって取得したことにより、申立期

間②が国民年金の未加入期間となったため、保険料が還付されたものと考

えるのが合理的である。 

    また、申立人の特殊台帳に記載されている還付記録について不自然さは

無く、ほかに申立人に対して申立期間②の国民年金保険料が還付されてい

ないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 44 年１月の国民年金保険料については、重複して納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4657 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 15 年４月から 16 年３月までの期間及び 17 年１月の国民年金

保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 15年４月から 16年３月まで 

② 平成 17年１月 

私は、国民年金の加入手続を妻の分と一緒に行い、将来の年金額を少し

でも増やすため、同時に、付加年金にも加入した。加入手続後、最初のこ

ろは自宅近くの金融機関で、その後は、預金の集金に来ていた別の金融機

関の担当者に頼んで、夫婦二人分の国民年金保険料を、付加保険料と併せ

て納付していた。私は、付加年金に加入後は、夫婦二人分の定額保険料に

併せて付加保険料を納付してきたにもかかわらず、申立期間の付加保険料

が、夫婦共に未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、同期間の前後の付加保険料を、定額保

険料と共に納付しており、制度上、付加保険料を納期限までに納付しなかっ

たときは、その納期限の日に、付加保険料を納付する者でなくなる申出をし

たものとみなされるが、オンライン記録によると、その旨の処理がなされて

おらず、同期間後、再度付加保険料の納付が開始されているが、改めて申し

出た旨の処理もなされていないことに加えて、同期間の前後を通じて、申立

人の住所及び職業に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないこと

から、途中の同期間の定額保険料を納付しておきながら、付加保険料のみ未

納とされているのは不自然である。 

   また、申立期間②についても、申立期間①同様、オンライン記録上、付加

保険料が未納とされているが、付加保険料を納付する者でなくなる旨の処理

がなされていないことに加え、申立期間②の定額保険料は、現年度納付され



 

  

ており、同期間の付加保険料も、定額保険料とともに納付されたと推認して

も特段不合理ではない。 

   さらに、申立期間①及び②は、12 か月及び１か月とそれぞれ短期間であり、

申立人は、加入手続以降の国民年金加入期間の定額保険料をすべて納付し、

申立期間以外の付加保険料に未納が無いなど、保険料の納付意欲は高かった

ものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金付加保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4658 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 15 年４月から 16 年３月までの期間及び 17 年１月の国民年金

保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 15年４月から 16年３月まで 

② 平成 17年１月 

私の夫は、私の国民年金の加入手続を夫の分と一緒に行い、将来の年金

額を少しでも増やすため、同時に、付加年金にも加入してくれた。加入手

続後、最初のころは自宅近くの金融機関で、その後は、預金の集金に来て

いた別の金融機関の担当者に頼んで、夫婦二人分の国民年金保険料を、付

加保険料と併せて納付してくれていた。私は、付加年金に加入後は、夫が

夫婦二人分の定額保険料に併せて付加保険料を納付してくれていたにもか

かわらず、申立期間の付加保険料が、夫婦共に未納とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②については、申立人の夫は、同期間の前後の付加保険料

を、定額保険料と共に納付しており、制度上、付加保険料を納期限までに納

付しなかったときは、その納期限の日に、付加保険料を納付する者でなくな

る申出をしたものとみなされるが、オンライン記録によると、その旨の処理

がなされておらず、同期間後、再度付加保険料の納付が開始されているが、

改めて申し出た旨の処理もなされていないことに加えて、同期間の前後を通

じて、同期間の定額保険料及び付加保険料を納付したとするその夫の住所及

び職業に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから、途中

の同期間の定額保険料を納付しておきながら、付加保険料のみ未納とされて

いるのは不自然である。 

   また、申立期間①及び②は、12 か月及び１か月とそれぞれ短期間であり、



 

  

申立人は、加入手続以降の国民年金加入期間の定額保険料をすべて納付し、

申立期間以外の付加保険料に未納が無いなど、保険料の納付意欲は高かった

ものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金付加保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4659 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年 12 月から 58 年１月までの期間及び同年４月から同年９

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 57年 12月から 58年１月まで 

② 昭和 58年４月から同年９月まで 

私は、昭和 49 年４月に家業を継ぐため会社を退職した際、国民年金の加

入手続を行った。国民年金保険料の納付については、私の職場を訪れてい

た集金人に、妻の保険料と一緒に納付していたにもかかわらず、私のみ申

立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料について、集金人に妻の保

険料と一緒に納付していたと主張しているところ、その妻は申立期間①及び

②の保険料が納付済みとなっている上、申立人の居住していた地域では、申

立期間①及び②当時、集金人制度が存在していたことが確認できることから、

申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人は、申立期間①及び②を除く国民年金加入期間について、国

民年金保険料をすべて納付している上、前納している期間も確認できること

から、保険料の納付意欲は高かったものと認められるとともに、申立期間①

及び②は、それぞれ２か月及び６か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4660 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

私は、国民年金の加入手続を行った時期ははっきりと憶
おぼ

えていないが、

区役所で国民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民年金保険料につ

いては、私が、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から 60 歳になるま

で未納期間が無いように納付していたにもかかわらず、申立期間が未加入

で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から国民年金保険料を納

付していたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、38 年

２月に払い出されていることが確認でき、その時点では申立期間の保険料を

過年度納付により納付することが可能であった上、申立期間は国民年金の強

制加入被保険者となる期間であり、国民年金被保険者資格をさかのぼって取

得することができる期間であることから、申立内容に特段不合理な点は認め

られない。 

   また、申立人の被保険者名簿では、被保険者資格取得日が昭和 38 年１月１

日と記載されているが、オンライン記録では 37 年４月１日とされており、

双方の記録が相違している上、申立人の国民年金手帳記号番号払出簿及び被

保険者名簿では、申立人の氏名が誤って記載されていることから、行政側の

記録管理が適切に行われていなかったことがうかがえる。 

   さらに、申立人は申立期間後の国民年金保険料をすべて納付していること

から、保険料の納付意欲は高かったものと認められる上、申立期間は１回、

かつ 12か月と短期間である。 



 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4661 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの期間及び 51 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年 10月から 50年３月まで 

② 昭和 51年１月から同年３月まで 

国民年金制度発足当時の昭和 35 年 10 月ごろ、私の妻が区役所で夫婦二

人分の国民年金の加入手続を行った。申立期間①及び②の国民年金保険料

については、私たち夫婦はＡに従事していたので、手の空いた方が金融機

関で納付書により夫婦二人分の保険料を納付していた。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②当時、申立人又はその妻が金融機関で納付書

により国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、当時、申立人

夫婦が申立期間の保険料を納付していたとする金融機関は実在し、納付書に

よる保険料の収納が行われていたことが確認できることから、申立内容に特

段不合理な点は認められない。 

   また、申立期間①及び②の国民年金保険料については、申立期間①及び②

直後の納付済みとなっている昭和 50 年度及び 51 年度の保険料額より大半が

安価であることが確認できることから、申立期間①及び②の保険料を納付し

なかったと考えるのは不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間①及び②を除いて、国民年金加入期間の国民

年金保険料がすべて納付済みとなっている上、特例納付を行っている期間も

見られることから、保険料の納付意識は高かったものと認められるとともに、

申立期間①及び②は、それぞれ６か月及び３か月と短期間である。 



 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4662 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの期間及び 51 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年 10月から 50年３月まで 

② 昭和 51年１月から同年３月まで 

私は、国民年金制度発足当時の昭和 35 年 10 月ごろ、区役所で夫婦二人

分の国民年金の加入手続を行った。申立期間①及び②の国民年金保険料に

ついては、私たち夫婦はＡに従事していたので、手の空いた方が金融機関

で納付書により夫婦二人分の保険料を納付していた。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②当時、申立人又はその夫が金融機関で納付書

により国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、当時、申立人

夫婦が申立期間の保険料を納付していたとする金融機関は実在し、納付書に

よる保険料の収納が行われていたことが確認できることから、申立内容に特

段不合理な点は認められない。 

   また、申立期間①及び②の国民年金保険料については、申立期間①及び②

直後の納付済みとなっている昭和 50 年度及び 51 年度の保険料額より大半が

安価であることが確認できることから、申立期間①及び②の保険料を納付し

なかったと考えるのは不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間①及び②を除いて、国民年金加入期間の国民

年金保険料がすべて納付済みとなっている上、特例納付を行っている期間も

見られることから、保険料の納付意識は高かったものと認められるとともに、

申立期間①及び②は、それぞれ６か月及び３か月と短期間である。 



 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4409 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和36年６月１日から同年９月７日までの

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得

日に係る記録を同年６月１日に、同資格の喪失日に係る記録を同年９月７

日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万2,000円とすることが必要で

ある。  

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 36 年５月 23 日から 37 年５月１日まで 

             ② 昭和 39 年 11 月１日から 40 年９月５日まで 

    Ａ社及びＢ社に勤務していた期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落

しているが、給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間

が厚生年金保険の被保険者期間であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、同僚は、「申立人は、自分と大体同じ時期にＡ社

に入社したのではないかと思う。」と述べているところ、当該同僚は、昭

和 36 年６月１日に同社において被保険者資格を取得していることが確認

できる上、申立人が同時期に入社したとする複数の同僚は、同年５月から

同年６月にかけて同社において被保険者資格を取得している。 

   また、上記の同僚が「Ａ社を退職後、Ｃ市ＤにあったＢ社に転職し、は

っきりとは覚えていないが、申立人も同社に転職したと思う。」と述べて

おり、当該同僚は、昭和 36 年９月７日にＡ社において被保険者資格を喪

失していることが確認できるところ、ほかの同僚は、「申立人はＡ社を数

箇月で退職し、上記の同僚と一緒にＣ市Ｄにあった会社に転職した。」と

供述している。 



  

   これらのことから、申立人は申立期間①のうち、昭和 36 年６月１日か

ら同年９月７日までの期間にＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、複数の同僚が、Ａ社では入社と同時に厚生年金保険に加入したと

している上、申立人が同時期に入社し同じ業務に従事していたとする複数

の同僚は、当該期間において同社の厚生年金保険被保険者であったことが

確認できることから、当時、同社においては、申立人と同じ業務に従事し

ていた者すべてが厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭和 36

年６月１日から同年９月７日までの期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認められる。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 36 年５月 23 日から同年６月１日までの

期間及び同年９月７日から 37 年５月１日までの期間については、上記の

とおり、申立人の当該期間における勤務実態をうかがうことができず、こ

のほかに、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

をうかがえる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、これを認め

ることはできない。 

   また、昭和 36 年６月から同年８月までの標準報酬月額については、申

立人と同職種であった同僚のＡ社における当該期間に係る社会保険事務所

（当時）の記録から、１万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ社は既に解散し確認できないが、仮に、事業主から

申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得届が提出された場合には、

その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、い

ずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これ

は通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所

へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 36 年６月から同年８月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

   申立期間②について、申立人はＢ社に勤務していたと主張しているが、

申立人が同時期に同社に入社したとする複数の同僚は、当該期間において

同社に係る厚生年金保険被保険者記録は確認できず、上記の複数の同僚は、

同社に勤務したのは当該期間より前で、当該期間は同社に勤務していない

と証言している。 

   また、オンライン記録により、当該期間にＢ社に勤務していたことが確

認できる複数の者に照会した結果、いずれも申立人を知らないと回答して

おり、当該期間に係る申立人の勤務実態を確認することができない。 

   さらに、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与



  

から控除されていることを確認できる給料明細書等の資料を所持しておら

ず、当該期間のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立人の

氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も見当たらない。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4410 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から 20 年９月１日までの期間に

ついて、Ａ社Ｂ工場の事業主は、申立人が 19 年 10 月１日に厚生年金保険

被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行った

ことが認められ、かつ、申立人の申立てに係る事業所における厚生年金保

険被保険者の資格喪失日は、20 年９月１日であったと認められることか

ら、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日の記録を

訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、70円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 16 年４月１日から 20 年９月まで 

    私は、昭和 16 年３月にＣ尋常高等小学校を卒業し、同年４月１日に

Ａ社Ｂ工場に入社し、20 年９月に退職するまでの期間の厚生年金保険

の記録が無いので、調査して、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 16 年３月にＣ尋常高等小学校を卒業し、同年４月１日

にＡ社Ｂ工場に入社し、20 年９月に退社するまで継続して勤務していた

と述べているところ、複数の同僚の証言から、申立人は、同年４月１日か

ら当該事業所に勤務していたと認められる上、厚生年金保険被保険者番号

払出簿により、申立人は 19 年６月１日に厚生年金保険被保険者資格を取

得していることが確認できる。 

   一方、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年

金保険被保険者台帳において申立人の名前は確認できない。 

   しかしながら、上記の払出簿において申立人と同一ページに記載されて

いる被保険者 24 名についても、上記被保険者名簿にその氏名が見当たら

ないことから、Ａ社Ｂ工場を管轄していたＤ社会保険事務所（当時）は何



  

らかの事情により、その管理していた台帳を逸失し、その後、復元された

当該事業所に係る被保険者名簿は、取り寄せた資料等が一部にとどまった

等のため、完全な復元には至らなかったものと考えられる。 

   また、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

については、申立人及び同僚の具体的な供述内容、当該事業所の被保険者

縦覧において、申立人と同時期の昭和 17 年及び 18 年中に厚生年金保険被

保険者の資格を取得している同僚で名前の確認できた被保険者 29 人のう

ち 27 人が 20 年９月１日以降に資格を喪失していること、当時、軍需工場

においては国家総動員法の下、自らの意思で退職することが困難であった

こと等の諸事情を総合的に考慮すると、同社における申立人の資格喪失日

は、同年９月１日とすることが妥当である。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ社Ｂ工場の事業主は、申立人が昭和

19 年６月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保

険事務所に対し行ったことが認められ、かつ、申立人の申立てに係る事業

所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、20 年９月１日であっ

たと認められる。 

   なお、昭和 19 年６月１日から同年 10 月１日までの期間については、厚

生年金保険制度発足前の準備期間として保険料の徴収は行われていない期

間であることから、当該期間については、申立人を厚生年金保険の被保険

者として認めることはできない。 

   また、昭和 19 年 10 月から 20 年８月までの標準報酬月額については、

Ａ社Ｂ工場における元女性社員の当該期間に係る社会保険事務所の記録か

ら、70 円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 16 年４月１日から 17 年６月１日までの期

間は、年金制度発足前の期間であり、同年６月１日から 19 年６月１日ま

での期間については、当時施行されていた労働者年金保険法（昭和 16 年

法律第 60 号）の適用範囲は、筋肉労働者の男子工員のみであり、女子が

適用になったのは、厚生年金保険法（昭和 19 年法律第 21 号）が施行され

た同年６月１日以降のため、申立人は、当該期間において厚生年金保険の

被保険者になることはできない期間であることから、16 年４月１日から

19 年６月１日までの期間については、申立人を厚生年金保険の被保険者

として認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4411 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日に係る記録を平成元年７月 24 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 19 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年７月 24 日から同年８月 21 日まで 

    私は、平成元年７月 24 日にＡ社に社員として採用されたが、厚生年

金保険被保険者資格の取得日は同年８月 21 日となっている。同社の採

用証明書を添付するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持するＡ社の採用証明書から、申立人は、平成元年７月 24

日付けで同社の社員として採用されていることが確認できる。 

   また、申立人の夫の勤務先に対し、健康保険の被扶養者の情報について

照会したところ、「申立人は、平成元年７月 24 日に夫の健康保険の扶養

から外れ、２年４月 28 日に再び夫の扶養に戻っている。」と回答してい

ることから、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことが認めら

れる。 

   さらに、Ａ社において申立人と同様の業務に従事していたと思われる複

数の同僚は、「正社員としての勤務期間と、厚生年金保険の加入記録とは、

一致している。」と証言しており、申立期間当時、同社においては、正社

員として入社すると同時に厚生年金保険被保険者資格を取得させていたこ

とが推認される。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険



  

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

元年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、19 万円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明であると回答しているが、厚生年金保険にお

ける申立人の被保険者資格の取得日が、雇用保険の記録における被保険者

資格の取得日と同日になっており、公共職業安定所及び社会保険事務所の

双方が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、事業主が

平成元年８月 21 日を資格所得日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4412 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年 12 月１日から 40 年９月 15 日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格の取得日に係る記録を 39 年 12 月１日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年９月 15 日から 40 年９月 15 日まで 

             ② 昭和 40 年 10 月１日から同年 12 月 31 日まで 

    私は、昭和 39 年９月 15 日にＢ社Ｃ事業所に正社員として入社し、Ｄ

職を担当した。40 年 12 月 31 日の退職まで継続して勤務したが、厚生

年金保険の記録によると、同社のグループ会社であるＡ社において同年

９月 15 日に被保険者資格を取得し、同年 10 月１日に資格を喪失したこ

とになっており、加入月数が１か月になっている。 

    社会保険事務所（当時）によると、Ｂ社における私の厚生年金保険記

録が無いのは、同社がＡ社の事業所名で届出を行ったことによるそうだ

が、加入月数が１か月のはずはないので、勤務した期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、雇用保険の記録及びＢ社の複数の同僚の供述から、

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年 12 月１日から 40 年９月 30 日まで

同社に勤務していたことが認められる。 

   また、オンライン記録において、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所とな

る以前の期間については、申立人を含む同社の社員全員が、同社のグルー

プ会社であるＡ社において厚生年金保険被保険者となっていることが確認



  

できる。 

   さらに、当時のＢ社の社会保険事務担当者によると、｢Ｂ社の雇用保険

の記録があれば同社の正社員であり、厚生年金保険に加入していたはずで

ある。｣と証言しているほか、同社における複数の同僚も、｢私もＢ社の社

員であったが、勤務した期間の一部についてはＡ社で加入した記録となっ

ており、昭和 46 年２月１日からＢ社での厚生年金保険被保険者期間に切

り替わっている。｣と証言していることから、申立人は、申立期間のうち、

39 年 12 月１日から 40 年９月 15 日までの期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

40 年９月の社会保険事務所の記録から、２万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は既に亡くなっており、証言が得られず、この

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 39 年９月 15 日から同年 12 月１日まで

の期間及び申立期間②については、申立人の雇用保険の記録が無く、Ｂ社

の事業主は、既に亡くなっているほか、同僚からも申立人の当該期間にお

ける勤務実態及び厚生年金保険料の控除がうかがえる証言が得られなかっ

た。 

   また、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等を所持していない。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4413 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 24 年７月１日から同年９月１日までの期間につ

いて、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、同年

９月１日であると認められることから、当該期間における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額は、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年７月１日から同年９月１日まで  

             ② 昭和 24 年 11 月 25 日から 25 年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 25 年 12 月１日から 26 年 10 月ごろまで 

    私は、昭和 24 年５月１日から 26 年 10 月ごろまで、Ｂ社（26 年４月

１日に、Ｃ社へ名称を変更）Ｄ事業所に継続して勤務していたにもかか

わらず、厚生年金保険の被保険者記録では、24 年７月１日から同年９

月１日までの期間及び同年 11 月 25 日から 26 年 10 月ごろまでの期間の

厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているため、当該期間について被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録によると、申立人のＡ社に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日は、昭和 24 年７月１日と記録されている。 

   しかしながら、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、Ａ社にお

ける資格喪失日は昭和 24 年９月１日と記載されている。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 24 年９月１日

に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当

時）に対し行ったことが認められる。 

   なお、申立期間①の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員

保険法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定

に準じ、１万円とすることが妥当である。 



  

   申立期間②について、申立人が名前を挙げた複数の同僚の証言から、申

立人はＢ社に勤務していたことが推認される。 

   しかし、申立人は、「Ｂ社Ｄ事業所では、同じ勤務内容の同僚はいな

い。」と述べており、申立人及び複数の同僚の証言から、申立人と同じ同

社Ｄ事業所で勤務していたと考えられる同僚７名を抽出し、勤務期間と被

保険者記録を比較したところ、４名については、勤務期間に比し被保険者

期間の記録が短いことがうかがわれる。 

   また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、被保険者資

格の喪失状況をみると、昭和 24 年９月１日に被保険者資格を取得してい

る 175 名のうち、申立人と同じ同年 11 月 25 日に被保険者資格を喪失して

いる者が 38 名いることが確認でき、同年 11 月 25 日にまとめて厚生年金

保険被保険者資格を喪失させていることがうかがわれる。 

   さらに、Ｂ社の後継組織であるＥ社の事業年表から、「昭和 25 年３月 

Ｂ社、経営悪化による人員整理を実施 同年５月 Ｅ社全体の欠損金、

100 億円に達する深刻な経営危機が明白になる」との記載が確認できる上、

申立人及び複数の同僚も、「当時、経営状態は良くなかったと思う。」と

証言している。 

   加えて、Ｅ社Ｆ事業所は、「Ｂ社Ｄ事業所に係る資料は無い。」と回答

しており、申立人の申立期間②における勤務実態及び保険料控除について

確認することができない。 

   申立期間③について、申立人及び複数の同僚の証言から、期間は特定で

きないものの、当該期間のうちの一部期間においては、申立人がＣ社に勤

務していたことが推認できる。 

   しかし、申立人は、「Ｂ社Ｄ事業所では、同じ勤務内容の同僚はいな

い。」と述べており、申立人及び複数の同僚の証言から、同社Ｄ事業所で

勤務していたと思われる同僚７名の被保険者記録を調べたところ、６名に

ついては、Ｃ社における被保険者記録が無いことから、同社では同社Ｄ事

業所での勤務者について、厚生年金保険の加入手続において個人ごとに取

扱いが異なっていた状況がうかがわれる。 

   また、Ｅ社Ｆ事業所は、「Ｃ社Ｄ事業所に係る資料は無い。」と回答し

ており、申立人の申立期間③における勤務実態及び保険料控除について確

認することができない。 

   さらに、申立人は、申立期間②及び③における厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等を所持して

いない。 

   このほか、申立人の申立期間②及び③における厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 4414 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和25年８月１日から26年９月１日までの期間につい

て、事業主は申立人が25年８月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得

し、26年９月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）

に対し行ったことが認められることから、申立人のＢ社Ｃ事業所における

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正し、当該

期間の標準報酬月額を、25年８月から26年７月までは2,500円、同年８月

は8,000円とすることが必要である。 

また、申立期間のうち、昭和27年５月１日から同年11月19日までの期間

について、事業主は申立人が同年５月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、同年11月19日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に

対し行ったことが認められることから、申立人のＤ社Ｅ事業所における厚

生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正し、当該期

間の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 41 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年８月２日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 25 年８月１日から 26 年９月１日まで 

             ③ 昭和 27 年５月１日から同年 11 月 19 日まで 

私の父は、昭和 22 年８月から 24 年５月までＡ社に勤務した。しかし、

そのうち 22 年８月２日から同年 10 月１日までの厚生年金保険の被保険

者記録が無い。 

また、昭和 24 年６月から 41 年 11 月までＦ社（前身のＢ社、Ｄ社を

含む。）に継続して勤務した。そのうちの 25 年８月１日から 26 年９月

１日までのＢ社Ｃ事業所に勤務した期間及び 27 年５月１日から同年 11

月 19 日までのＤ社Ｅ事業所に勤務した期間の記録が無い。 

    いずれも勤務したことは確かなので、申立期間を被保険者期間として

認めてほしい。 

   (注)申立ては、申立人の長男が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求



  

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、雇用保険の加入記録及びＦ社が保管する人事記録

から、申立人は、当該期間においてＢ社に勤務していたことが確認できる。 

   また、Ｂ社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申

立人と同姓同名で同一生年月日の者が昭和25年１月１日に資格を取得し、

26年９月１日に資格を喪失している基礎年金番号に未統合の記録がある。 

   さらに、昭和25年10月１日現在のＢ社の社員名簿には、申立人が同社Ｃ

事業所に勤務していた記載があり、上記の被保険者名簿に記録がある同僚

に確認したところ、同社Ｃ事業所において申立人のほかには同姓同名の社

員はいなかったとしていることから、上記の未統合の記録は申立人の厚生

年金保険被保険者記録と認められる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和25年８月１日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得し、26年９月１日に同資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所に対し行ったと認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者記録から、

昭和25年８月から26年７月までは2,500円、同年８月は8,000円とすること

が妥当である。 

   申立期間③について、雇用保険の加入記録及びＦ社が保管する人事記録

から、申立人が当該期間においてＤ社Ｅ事業所に勤務していたことが確認

できる。 

   また、Ｄ社Ｅ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申

立人と同姓同名で同一生年月日の者が昭和27年１月１日に資格を取得し、

同年11月19日に資格を喪失している基礎年金番号に未統合の記録がある。 

   さらに、上記の被保険者記録における厚生年金保険被保険者番号は、申

立人の基礎年金番号と一致することから、当該記録は申立人の被保険者記

録であると認められる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和27年５月１日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年11月19日に同資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所に対し行ったと認められる。 

   なお、当該期間における標準報酬月額については、上記の被保険者記録

から、8,000円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①について、Ｆ社の人事記録では、申立人が昭和22年８

月に同社を退職し、同年８月にＡ社に入社した旨の記載があることから、

申立人が当該期間において同社に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、オンライン記録により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは昭和22年10月１日であり、当該期間は適用事業所でなかっ



  

たことが確認できる。 

   また、昭和22年10月１日時点においてＡ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿に記録がある同僚12人に照会したところ二人から回答があり、

いずれも、「昭和22年10月以前から勤務していたが、その期間の保険料控

除はなかった。」と証言している。 

   このほか、申立人の期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4415 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 31 年 11 月１日から 32 年１月１日ま

での期間の厚生年金保険被保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者

資格の取得日に係る記録を 31 年 11 月１日に訂正し、当該期間に係る標準

報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年１月１日から同年 10 月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間

の標準報酬月額に係る記録を１万 8,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年 10 月１日から 34 年５月１日ま

での期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資格

喪失日（32 年 10 月１日）及び資格取得日（34 年５月１日）に係る記録を

取り消し、当該期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 11 月１日から 32 年１月１日まで 

             ② 昭和 32 年１月１日から同年 10 月１日まで  

             ③ 昭和 32 年 10 月１日から 34 年５月１日まで 

    私は、昭和 31 年 11 月１日にＢ社の子会社であるＡ社に市場代表者及



  

び事務職として入社した。社員は、私一人であり、Ｂ社に移籍する 34

年５月までの間、厚生年金保険料は同社により徴収されていたのに、申

立期間①及び③の厚生年金保険の被保険者記録が無いので、調査してほ

しい。また、記録のある申立期間②は標準報酬月額が相違しているので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人から提出のあった給与明細書（昭和 31 年

11 月）及び同僚の証言から、申立人が当該期間にＡ社において勤務して

いたことが認められる。 

   また、前記の給与明細書において厚生年金保険料が控除されていたこと

が確認できる。 

   さらに、申立人は、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所でなかったため、

Ｂ社において厚生年金保険の被保険者となっていたと述べているところ、

昭和 32 年１月１日から同年 10 月１日までの期間において同社の被保険者

となっている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、前記の給与明細書の保険料

控除額から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料の納付義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間②について、申立人から提出のあった給与明細書（昭和 32 年

２月から同年９月まで）から判断すると、申立人は、その主張する標準報

酬月額（１万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料の納付義務を履

行したか否かついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対し行



  

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

   申立期間③について、申立人から提出のあった給与明細書（昭和 32 年

11 月及び同年 12 月、33 年３月から同年６月まで並びに同年８月から同年

11 月まで）及び同僚の証言から、申立人が当該期間にＡ社において勤務

していたことが認められる。 

   また、前記の給与明細書において厚生年金保険料が控除されていたこと

が確認できる。 

   さらに、申立人は、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所でなかったため、

Ｂ社において厚生年金保険の被保険者となっていたと述べているところ、

昭和 32 年１月１日から同年 10 月１日までの期間において同社の被保険者

となっている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、前記の給与明細書の保険料

控除額から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料の納付義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としているが、事業主から申立人

に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会

保険事務所の記録どおりの被保険者資格の喪失及び取得の届出を行ってお

り、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を除く。）、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4416（事案 499 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 22 年２月１日から同年８月 17 日まで

の期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者

の資格喪失日に係る記録を同年８月 17 日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を同年２月から同年５月までは 210 円、同年６月及び同年７月は 600

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年２月１日から同年 11 月１日まで 

    Ａ社Ｂ事業所は昭和 22 年６月中旬から同年 11 月中旬まで労働争議が

あり、労使は組合役員と組合を退会しなかった青年行動隊員を同年 10

月末日付け解雇の条件で和解したと記憶している。組合側の青年行動隊

の一員として最後まで組合を退会せず、同日に解雇されているので、再

度、調査し、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ａ社Ｂ事業所に勤務していた複数の

同僚から聴取を行ったものの、申立内容を確認することができる証言等を

得ることができず、また、同社Ｂ事業所は既に現存しておらず、当時の事

業主の連絡先も不明のため、申立期間に係る保険料の控除について確認で

きる関連資料等が無いこと等により、既に当委員会の決定に基づく平成

21 年１月 22 日付けの総務大臣の年金記録の訂正は必要ないとする通知が

行われている。 

   しかしながら、今回の再申立てに当たって、労働争議について申立期間

当時にＡ社Ｂ事業所に勤務していた同僚の供述と申立人の供述が一致して



  

いるところ、申立人が具体的に記憶し所属していたとする青年行動隊につ

いて、上記同僚は、「青年行動隊に所属していたのは社員のみだった。」

と供述している上、申立人は、労働争議が始まるまでの期間は、通常に勤

務し給与が支給されていたとしていることから、昭和 22 年２月１日以降

も継続して勤務していたことが認められる。 

   また、上記同僚は、Ａ社Ｂ事業所において労働争議以前の厚生年金保険

被保険者記録は継続している上、複数の同僚についても、在職期間中に被

保険者資格を喪失していないと供述している。 

   一方、申立人は、「労働争議において解雇されるまでの期間についての

給与は支給されず、退職金も無かった。」と述べているところ、労働組合

運動史に、Ａ社Ｂ事業所の労働争議について、昭和 22 年８月 17 日に始ま

りとの記載が確認できる。 

   これら今回新たに判明した事実を総合的に判断すると、申立人は、昭和

22 年２月１日から同年８月 17 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、昭和 22 年２月から同年５

月まではＡ社Ｂ事業所の事業所別被保険者名簿における同年１月の申立人

に係る記録から 210 円、同年６月及び同年７月は申立人と同時期に同社Ｂ

事業所で被保険者資格を取得した複数の者の上記被保険者名簿の記録から

600 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、当時の事業主の所在は不明であり、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社

会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間のうち昭和 22 年８月 17 日から同年 11 月１日までの期

間については、上記のとおり、申立人は、「Ａ社Ｂ事業所の労働争議にお

いて解雇されるまでの期間についての給与は支給されず、退職金も無かっ

た。」としていることから、労働争議の期間は厚生年金保険料の控除がな

かったと認められる。 

   このほかに、申立人から厚生年金保険料控除を示す新たな資料提出や周

辺事情も無く、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人は、厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4417 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成４年 10 月１日から５年３月 26 日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立

人の主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標

準報酬月額を、44 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成５年３月 26 日から同年４月１日までの期

間について、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社における

厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を同年３月 26 日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額を 44 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年 10 月１日から５年３月 26 日まで 

             ② 平成５年３月 26 日から同年４月１日まで 

    申立期間①について、私は、昭和 51 年５月から平成６年９月まで、

Ｃ所の「Ｄ店」において、勤務していたが、同店を経営していたＡ社に

雇用されていた期間の標準報酬月額が 11 万円に下げられていることが

分かった。当時の給与は、１か月 45 万円ぐらいだったので、正しい標

準報酬月額に訂正してほしい。 

    また、申立期間②について、「Ｄ店」の経営母体がＡ社からＢ社に移

った際、厚生年金保険の被保険者記録には１か月の欠落があるが、その

間も継続して勤務していたので、当該期間を被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録では、申立人の当該期間に係る標

準報酬月額は、当初、申立人が主張する 44 万円と記録されていたところ、



  

申立人がＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日（平成５

年３月 26 日）より後の６年３月３日付けで、さかのぼって 11 万円に引き

下げられていることが確認できる。 

   また、申立人のほか 43 名についても申立人と同様の訂正処理が行われ

ていることが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理を

行う合理的な理由は見当たらない。 

   さらに、申立人と同様の訂正処理が行われている元同僚が所持している

給与明細書から、訂正前の標準報酬月額で厚生年金保険料が控除されてい

たことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の当該期間に係る標準報酬月額に

ついては、有効な記録訂正があったとは認められず、当該期間に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、44 万円に訂正す

ることが必要である。 

   申立期間②について、申立人と同様にＡ社及びＢ社において被保険者記

録のある複数の同僚は、「Ｄ店」及びＣ所にあった店舗の経営母体がＡ社

からＢ社に変わった際も、従業員は継続して雇用されており、申立人も当

該期間においてＢ社に勤務していたと証言している。 

   また、前述の元同僚が所持する当該期間に係る給与明細書及び銀行通帳

の記載から、厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていたこと

が確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、Ｂ社に継続して勤務し、当該

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における平成

５年４月のオンライン記録から、44 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについて、事業主は不明としているが、社会保険事務所におけるＢ社の

資格取得日が雇用保険の記録における資格取得日と同日となっており、社

会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日を記録し

たとは考え難いことから、事業主が平成５年４月１日を資格取得日と届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4418 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を平成６年 11 月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 44 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 10 月 21 日から同年 11 月１日まで 

    私は、平成６年９月１日から同年 10 月 31 日までＡ社に勤務しており、

給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している平成６年 10 月分給与明細書の勤怠欄に、「所定

22 日」「出勤 20 日」「欠勤２日」と記載されていることから、申立人が、

申立期間に継続してＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、前記の給与明細書に、厚生年金保険料の控除額が記載されており、

平成６年 10 月の厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準報酬月額については、前記の給与明細書から、

44 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の厚生年金保険料に係る事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社は既に破産廃止しており確認できる関連資料及び周辺事情は

無いが、元事業主は、「申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格の取得

及び喪失の手続は行っていない。」と述べているが、社会保険事務所（当

時）の記録における同社の資格喪失日が雇用保険の記録における離職日の



  

翌日になっており、離職日は同じであることから、公共職業安定所及び社

会保険事務所の双方が誤って同じ資格喪失日と記録したとは考え難いこと

から、事業主が平成６年 10 月 21 日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付すべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4419 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 10 年２月１日から 11 年 10 月１日までの期間に

ついて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の

標準報酬月額を 59 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年２月１日から 14 年 10 月 30 日まで 

    申立期間の標準報酬月額は、59 万円であったが 20 万円に引き下げら

れている。給与額に変更はなかったので調査の上、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成 10 年２月１日から 11 年 10 月１日までの期間に

ついて、オンライン記録によると、申立人のＡ社における標準報酬月額に

ついては、当初、59 万円と記録していたところ、同年２月４日付けで、

10 年２月１日まで遡及
そきゅう

して 20 万円に減額訂正されている上、申立人と同

様に、同社の取締役２名の標準報酬月額も、11 年２月４日に遡及
そきゅう

して減

額訂正されていることが確認できる。 

   また、Ａ社の事業主は、「申立期間当時、経営状態が悪かったため、厚

生年金保険料を長期間滞納していた。しかし、給料は標準報酬月額を減額

する以前と同額を申立人へ支払っていた。」と回答している。 

   なお、Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、同社の

取締役であったことが確認できるが、同社の総務担当者は、「申立人は、

現場作業の指示や手配をする仕事をしており、厚生年金保険の手続には、

携わってはいなかった。」と証言していることから、申立人が当該遡及
そきゅう

訂

正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、平成 11 年２月４日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該



  

遡及
そきゅう

訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認めら

れない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記録されている申立人

の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出

た 59 万円に訂正することが必要と認められる。 

   一方、申立期間のうち、平成 11 年 10 月１日から 14 年 10 月 30 日まで

の期間については、上記の遡及
そきゅう

訂正処理を行った日以降の最初の定時決定

（11 年 10 月１日）で 20 万円と記録されているところ、当該処理につい

ては遡及
そきゅう

訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社

会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

   また、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料が事業主により給与から控除されていたことをうかがえる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合判断すると、当

該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4420 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が主張する昭和 51 年 11 月 18 日に厚生年金保険被保

険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認

められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日に

係る記録を訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円とすること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年 11 月 18 日から 52 年２月 18 日まで 

    私は、昭和 45 年３月 26 日から 59 年２月１日までＡ社（現在は、Ｄ

社）に勤務していたが、51 年 11 月 18 日から 52 年２月 18 日までの厚

生年金保険被保険者の記録が無い。当該期間中も同社で勤務しており給

与明細書にも厚生年金保険料が控除されている旨の記載があるので、確

認の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、申立人が所持する給与明細書及び企業年金連合会

から提出された中脱記録照会（回答）により、申立人は、Ａ社に継続して

勤務し（昭和 51 年 11 年 18 日に、Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に転勤）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが確認できる。 

   また、Ｄ社企業年金基金からは、厚生年金保険の資格取得及び資格喪失

に係る届出は、複写式の様式を使用し、厚生年金基金に提出したものと同

一内容の書類を社会保険事務所に提出していたものと思われるとの回答を

得ている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 51 年 11 月 18 日にＡ社Ｃ

支店において厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が社

会保険事務所に行ったことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間における申立人の

厚生年金基金の記録から、12 万 6,000 円とすることが妥当である。 



  

神奈川厚生年金 事案 4421 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 21 年２月１日から同年４月１日までの期間につ

いて、事業主は、申立人が同年２月１日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得し、同年４月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当

時）に行ったことが認められることから、当該期間のＡ社における厚生年

金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については 60 円とすることが妥当であ

る。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年４月１日から 23 年６月ごろまで 

             ② 昭和 23 年６月ごろから 24 年６月ごろまで 

             ③ 昭和 25 年８月ごろから 26 年４月ごろまで 

    申立期間①は、昭和 20 年４月１日にＡ社に入社し、戦後の自宅待機

期間を経て 23 年ごろに会社が倒産するまで現場監督として勤務した。 

    申立期間②は、Ｂ県のＣ店に１年ほど勤務した。その後実家に帰った

が、申立期間③は、Ｄ県のＦ店に半年ほど勤務した。 

    申立期間①から③までについて、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、昭和 21 年２月１日から同年４月１日までの期間に

ついて、Ａ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、申立

人と氏名の漢字が一字異なるものの、読みが同じで生年月日の同じ者が、

同年２月１日に被保険者資格を取得し、同年４月１日に同資格を喪失して

いる基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

   また、申立人の詳細な記憶及びＡ社の事業主の氏名及び同僚から聴取し

た当時の同社の事業内容が申立人の記憶と一致していることから、申立人

が当該期間に同社に勤務していたことが認められる。 

   これらを総合的に判断すると、上記の記録は申立人の記録であり、事業



  

主は、申立人が昭和 21 年２月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、

同年４月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行った

ことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者記録から、

60 円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 20 年４月１日から 21 年２月１日までの

期間及び同年４月１日から 23 年６月ごろまでの期間については、申立人

の記憶からＡ社に継続して勤務していたことがうかがえる。 

   しかし、同僚は、Ａ社に勤務していた期間と厚生年金保険被保険者とな

っている期間が一致していない旨を述べており、同社では勤務期間のすべ

てが厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがわれる。 

   また、Ａ社は昭和 25 年８月に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

おり、事業主も不明であることから、当時の厚生年金保険の取扱いについ

て照会することができない。 

   申立期間②について、申立人は、Ｃ店での仕事内容を記憶していること

から、申立人が同店に勤務していたことはうかがえるが、オンライン記録

において当該期間に厚生年金保険の適用事業所となっているＣ店という名

称の事業所は無く、商業登記の記録も見当たらない。 

   また、申立人は、Ｃ店で働いていたのは、社長と事務員と自身の３名ぐ

らいであったとしているが、これらの者の氏名を記憶していないため、当

時の状況について照会することができない。 

   申立期間③について、申立人は、Ｆ店で行った仕事について詳しく記憶

しているが、勤務期間について記憶があいまいな上、同僚の名前も記憶し

ていないことから、申立人の勤務実態及び保険料控除について確認するこ

とができない。 

   また、オンライン記録において申立期間③に厚生年金保険の適用事業所

となっているＦ店という名称の事業所は無く、商業登記の記録も見当たら

ない。 

   このほか、申立期間①のうちの昭和 20 年４月１日から 21 年２月１日ま

での期間及び同年４月１日から 23 年６月ごろまでの期間並びに申立期間

②及び③について、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①のうち、昭和 20 年４月１日から 21 年２月１日までの期間及び

同年４月１日から 23 年６月ごろまでの期間並びに申立期間②及び③につ

いて、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4422 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額を 56 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 10 月１日から同年 12 月 21 日まで 

    ねんきん定期便を見たところ、平成 15 年 10 月及び同年 11 月の標準

報酬月額が低くなっていることに気が付いた。標準報酬月額の記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬

月額は、当初、申立人が主張する 56 万円と記録されていたところ、申立

人がＡ社において被保険者資格を喪失した日（平成 15 年 12 月 21 日）よ

り後の 15 年 12 月 24 日付けで、さかのぼって９万 8,000 円に引き下げら

れていることが確認できる。 

   また、申立期間におけるＡ社の厚生年金保険被保険者 104 名中申立人を

含む 83 名が、標準報酬月額をさかのぼって引き下げられていることが確

認できるが、社会保険事務所において、このような処理を行う合理的な理

由は見当たらない。 

   さらに、申立人と同様の訂正処理が行われている同僚が所持している給

与明細書から、訂正前の標準報酬月額に基づいて厚生年金保険料が控除さ

れていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついては、有効な記録訂正があったとは認められず、申立期間に係る標準

報酬月額は、当初、事業主が社会保険事務所に届け出た 56 万円に訂正す

ることが必要であると認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年８月１日から同年 11 月１日まで

の期間及び同年 12 月１日から７年 10 月１日までの期間について、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記

録を 47 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立人は、申立期間のうち、平成 12 年５月１日から 16 年６月１日まで

の期間及び同年８月１日から 17 年９月１日までの期間について、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記

録を、12 年５月から同年 12 月までは 47 万円、13 年１月から 16 年５月ま

で及び同年８月から 17 年８月までは 44 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年 10 月１日から 63 年 10 月１日まで 

             ② 平成６年８月１日から７年 10 月１日まで 

             ③ 平成 12 年５月１日から 17 年９月１日まで 

    私は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 62 年１月１日

から厚生年金保険に加入しているが、申立期間①については、オンライ

ン記録の標準報酬月額が 24 万円になっており、それより前の期間の 26

万円から下がっていることはおかしい。 

    また、申立期間②及び③については、給料支払明細書を所持している

が、オンライン記録の標準報酬月額と給与から控除されていた厚生年金



  

保険料に見合う標準報酬月額に相違があるので、申立期間の標準報酬月

額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われることから、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額か、申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内のいずれか低い方を認定することとなる。 

   したがって、申立人の所持する給料支払明細書において確認できる給与

総支給額又は保険料控除額から、申立期間②及び③のうち、平成６年８月

１日から同年 11 月１日までの期間、同年 12 月１日から７年 10 月１日ま

での期間、12 年５月１日から 16 年６月１日までの期間及び同年８月１日

から 17 年９月１日までの期間の標準報酬月額については、６年８月から

同年 10 月まで、同年 12 月から７年９月まで及び 12 年５月から同年 12 月

までは 47 万円、13 年１月から 16 年５月まで及び同年８月から 17 年８月

までは 44 万円に訂正することが必要である。 

   一方、申立期間②及び③のうち、平成６年 11 月１日から同年 12 月１日

までの期間、16 年６月１日から同年８月１日までの期間について、事業

主により給与から控除されていた厚生年金保険料に基づく標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額と同額であるこ

とから、当該期間について、標準報酬月額に係る記録を訂正する必要は認

められない。 

   なお、申立期間のうち、平成６年８月１日から同年 11 月１日までの期

間及び同年 12 月１日から７年 10 月１日までの期間について、事業主が厚

生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主から回

答が得られておらず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料等が無いことから行ったと

は認められない。 

   他方、申立期間のうち、平成 12 年５月１日から 16 年６月１日までの期

間及び同年８月１日から 17 年９月１日までの期間について事業主が厚生

年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主から回答

が得られていないが、当該期間について、給料支払明細書等において確認

できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所

で記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、



  

事業主は、給料支払明細書等で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見

合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬

月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間①について、申立人は、「標準報酬月額が、申立期間前より下

がっているのはおかしい。」として、当該期間に係る標準報酬月額の相違

を申し立てているが、オンライン記録によると、Ａ社で厚生年金保険被保

険者となっている複数の同僚の当該期間における標準報酬月額は、申立人

と同様に申立期間前より下がっていることが確認できる。 

   また、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、代表取締役と同額で

ある上、Ａ社のほかの同僚と比較して著しく低額であるなどの事情も見受

けられない。 

   さらに、Ａ社において、標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正等の不自然な処理が行

われた形跡は確認できない。 

   加えて、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料控除額を確認できる

給料支払明細書等を所持しておらず、Ａ社も賃金台帳等の保険料控除額が

確認できる資料は見当たらないと回答している。 

   このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4424 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店

における厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 28 年５月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年５月１日から同年６月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険被保険者記録を照会したとこ

ろ、Ａ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に転勤した時期である申立期間の厚生年

金保険被保険者記録が欠落していることが分かった。昭和 22 年の入社

以来、51 年 10 月まで同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、事業所名は不明であるが、申立人が昭和 22

年 11 月１日（失業保険（現在は、雇用保険）が実施された日）に被保険

者資格を取得し、51 年 10 月 31 日に離職していることが確認でき、Ａ社

に係る厚生年金保険被保険者記録と符合していることから判断すると、申

立人が同社に継続して勤務し（同社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

なお、異動日については、申立人の妻は、「夫がＡ社Ｃ支店に転勤する

時には、同社Ｄ支店の社宅の方からせんべつに白のウールのフレンチ袖の



  

セーターをもらったので、昭和 28 年５月には同社Ｃ支店のあるＥ市に異

動していたと思う。」と供述していることから、同年５月１日とすること

が妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店におけ

る昭和 28 年６月の社会保険事務所の記録から 8,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社を昭和 52 年に合併したＢ社は、「合併前に退職した者につ

いての資料等は引き継ぎをしておらず、資料が無いため不明。」と回答し

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否については、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 



  

神奈川厚生年金 事案 4425 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業

所における厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 40 年３

月１日に、申立人の同社における同資格の喪失日に係る記録を 45 年 12 月

１日に、申立人のＢ社Ｅ支店における同資格の喪失日に係る記録を 54 年

２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 40 年２月は１万 2,000 円、

45 年 11 月は６万円、54 年１月は 22 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年２月 27 日から同年３月１日まで 

             ② 昭和 45 年 11 月 28 日から同年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 54 年１月 17 日から同年２月１日まで 

    私は、平成 11 年にＢ社を退職するまで継続して勤務していたにもか

かわらず、厚生年金保険の被保険者でない期間が１か月ずつ３か所、合

計３か月ある。最後の申立期間については、給与明細書があり、そのほ

かの期間も給与から保険料を控除されていたはずなので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が提出した継続勤務証明書及び申立人の所持する昭和 54 年２月の

給与明細書から、申立人がＡ社に継続して勤務し（申立期間①は、40 年

３月１日にＡ社Ｃ営業所から同社に異動、申立期間②は、45 年 12 月１日

に同社から同社Ｄ支店に異動、申立期間③は、54 年２月１日にＢ社Ｅ支

店から同社Ｆ支社Ｇ営業所に異動）、申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ営業所にお



  

ける昭和 40 年１月及び同社における 45 年 10 月の社会保険事務所（当

時）の記録及び上記の給与明細書から、40 年２月は１万 2,000 円、45 年

11 月は６万円、54 年１月は 22 万円とすることが妥当である。 

   また、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

   なお、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4426 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日に係る記録を昭和 42 年８月 21 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否については、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年８月 21 日から同年９月１日まで 

    Ａ社の関連会社であるＢ社からＡ社に転籍した際の、厚生年金保険被

保険者記録が欠落している。私は、申立期間においても同社に継続して

勤務していたので、厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された人事記録台帳から判断する

と、申立人は申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和 42 年８

月 21 日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

42 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から３万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4427 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金

保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 50 年 11 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 20 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 10 月 15 日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 29 年２月１日から 63 年４月 30 日まで継続してＣ社系の

事業所に勤務していたが、50 年 10 月 31 日まで勤務していたＡ社Ｂ支

店からＤ社に転勤になった時の厚生年金保険の記録が１か月欠落してい

るので、この期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された人事記録及び申立人に係る雇用保険の被保険者記

録から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務

し（昭和 50 年 11 月１日にＡ社Ｂ支店からＤ社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 50 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、20 万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4428 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額の記録を 47 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 10 月１日から平成元年 10 月１日まで 

    私は、昭和 35 年４月１日にＡ社に入社し、平成５年６月 30 日までＢ

部門で働いていた。 

    ねんきん定期便で、申立期間の標準報酬月額が下がっていることを知

ったが、当時の私の給料は 47 万円だったはずである。 

    申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書

（副）には、社会保険事務所の昭和 63 年８月 25 日付けの受付印が押され

ており、当該通知書によると、申立人の同年 10 月１日の定時決定におけ

る標準報酬月額は、47 万円と記載されている。 

   また、Ａ企業年金基金の記録において、申立人の申立期間の標準報酬月

額は 47 万円と記録されている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついては、申立人が主張する 47 万円であるとする届出を事業主が社会保

険事務所に対し行ったことが認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4429（事案 2666 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額を、平成６年４月から同年 10 月までは 53 万円、同年

11 月から７年３月までは 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年４月１日から７年４月 30 日まで 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が減額

訂正されている。 

    当該訂正について、当時の給与支払明細書を提出するので、調査をし

て標準報酬月額を訂正してほしいと、第三者委員会に申立てを行ったが、

「代表取締役として記録の訂正に関与しているので、記録を訂正する必

要は認められない。」との回答であった。 

    しかし、当初の判断後、Ａ社のオーナーから、「申立期間当時、申立

人は、標準報酬月額の減額についての権限を有しておらず、標準報酬月

額の減額処理はすべて私が行った。」旨を記した上申書を得たので、こ

れをもって再度審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、当初、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、平成６年４月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年３月

までは 59 万円と記録されていたところ、同年４月 28 日付けで 20 万円に

引き下げられていることが確認できる。 

   しかしながら、申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役であったこ

とから当該訂正処理に関与していなかったとは考え難いとして、既に当委

員会の決定に基づく平成 22 年５月 21 日付け年金記録の訂正は必要ではな

いとする通知が行われている。 

   しかしながら、当初の決定後に、申立人から提出された、Ａ社の経営実



  

権を持っていたオーナーが書いた上申書において「Ａ社の実質的な権限は、

私が持っていた。申立人は名目だけの代表取締役であり、標準報酬月額の

減額についても、私が独断で同意し、遡及
そきゅう

訂正の届出を行った。」旨を述

べていることから、申立人は当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついて、平成７年４月 28 日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は、事実に即し

たものとは考え難く、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の

申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

６年４月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年３月までは 59

万円に訂正することが必要であると認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 60 万円、17 年８

月 10 日は 55 万円、同年 12 月 20 日、18 年８月８日及び同年 12 月 20 日

は 50 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    私は、昭和 61 年 12 月 20 日にＡ社に入社し、平成 20 年６月 15 日に

同社を退社した。15 年から厚生年金保険料が賞与から控除されるよう

になり、賞与明細書では保険料が控除されているにもかかわらず厚生年

金保険の記録が欠落しているので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した申立期間に係る賞与支給明細書から、申立人は、申立

期間において、その主張する標準賞与額（平成 15 年８月 11 日、同年 12

月 17 日、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 60 万円、17 年８月 10 日

は 55 万円、同年 12 月 20 日、18 年８月８日及び同年 12 月 20 日は 50 万



  

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、申立期間にＡ社の被保険者となっている 19 名に照会したところ、

このうちの 17 名から回答があり、当該 17 名すべてが「申立期間において

賞与の支給があった。」と回答しているにもかかわらず、同社の被保険者

で申立期間において賞与の記録がある者が存在しないことから、事業主は

賞与支払届の提出を行っておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人が主張する申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4431 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、平成 17 年 12 月 12 日に支給された賞与において、その主張

する標準賞与額（24 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、申立てに係る標準

賞与額の記録を 24 万 6,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 12 日 

    平成 17 年 12 月 12 日に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除

されていたが、厚生年金保険の記録ではその記載が無い。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所（当時）に賞与支払届を行って

いないことを認めているので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与支給明細書から、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（24 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対し提出

しておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても、納付して

いないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4432 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年７月 19 日から 36 年２月１日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格の喪失日に係る記録を同年２月１日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を 34 年８月から 35 年９月までは１万 4,000 円、同年 10 月から 36 年

１月までは１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年２月１日から同年６月１

日までの期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日に係る記録を同年２月１日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年７月 19 日から 36 年２月１日まで 

             ② 昭和 36 年２月１日から同年６月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 34 年７月 10 日に入社して 36 年２月に社名がＢ社

に変わったが（Ａ社の社長の子がＢ社の社長になった。）、継続して

48 年 11 月 16 日まで働いていたのに、34 年７月 19 日から 36 年２月１

日までのＡ社、同年２月１日から同年６月１日までのＢ社のそれぞれの

厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が記憶する上司及び複数の同僚は、「申立



  

人とＡ社で共に勤務し、会社がＢ社となった時も継続して勤務していた。

Ａ社に勤務していた者は、全員Ｂ社に移った。」と証言していることから

判断すると、申立人は、申立期間①においてＡ社に勤務していたことが推

認できる。 

   また、オンライン記録によると、申立人と業務内容が同じ複数の同僚に

は、申立期間①において厚生年金保険の被保険者としての記録が存在する

ことが確認できる。 

   さらに、同僚は、申立人の申立期間①と記録のある期間の業務内容及び

勤務形態は変化が無かったと供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿における業務内容が同一で生年月日が近い同僚の記録か

ら、昭和 34 年８月から 35 年９月までは１万 4,000 円、同年 10 月から 36

年１月までは１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、当該事業所が既に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、事業主も死亡していることから元役員は不明とし

ているが、申立期間①に行われるべき複数回の事業主による健康保険厚生

年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及び資格喪失届などのいずれの機会

においても、社会保険事務所（当時）がこれを記録しないとは考え難いこ

とから、事業主は、申立人が、昭和 34 年７月 19 日を厚生年金保険の資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月

から 36 年１月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間①

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間②について、申立人が記憶する上司及び複数の同僚は、「申立

人とＡ社で共に勤務し会社がＢ社となった時も継続して勤務していた。Ａ

社に勤務していた者は全員Ｂ社に移った。」と証言していることから判断

すると、申立人は、申立期間②においてＢ社に勤務していたことが推認で

きる。 

また、同僚は、申立人の申立期間②と記録のある期間の業務内容及び勤

務実態は変化が無かったと供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 



  

   また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭

和 36 年６月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は死亡しており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4433 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を平成元年２月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を 16 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 10 月 29 日から平成元年２月１日まで 

    私は、昭和 63 年４月 20 日にＡ社に同年 10 月 29 日までの臨時雇用者

として入社したが、途中、会社からの要請により勤務期間が延長され、

平成元年１月 31 日に退社するまで継続して同社に勤務した。しかし、

厚生年金保険の記録によると、昭和 63 年 10 月 29 日に資格喪失となっ

ており、途中で４か月の欠落期間が生じていることから、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、申立人から提出されたＡ社が発行した臨時雇用契約書

及び月次勤務状況報告書（控）並びに同僚の供述により、申立人が申立期

間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、申立人が所持する平成元年１月分の給与明細書には、厚生年金保

険料が控除されている旨の記載が確認できる。 

   さらに、申立人が所持する臨時雇用契約書及び月次勤務状況報告書

（控）により、申立人は、被保険者記録のある期間と申立期間において勤

務日数及び労働時間の変更などは認められない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書の保険料控



  

除額の記載から、16 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4434 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、Ａ社の平成 18 年 12 月 25 日に係る標準賞与額の記録を 23 万円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 25 日 

    私は、Ａ社において平成 16 年７月１日から 19 年７月 26 日まで正社

員として勤務していたが、18 年 12 月の賞与の厚生年金保険の記録が欠

落している。当該事業所における賞与明細書を提出するので、調査して

この期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保管するＡ社における平成 18 年冬の賞与明細書から、申立人

は申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、賞与明細書の支給額及び控除

保険料額から 23 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は申立人の申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も

納付していないと回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申

立人に係る平成 18 年 12 月 25 日の標準賞与額に基づく保険料の納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4435 

第１ 委員会の結論 

   Ａ社Ｂ事業所の事業主は、申立人が昭和 54 年３月 16 日に厚生年金保険

被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったこと

が認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得

日に係る記録を訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32 万円とすることが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月 16 日から同年４月 16 日まで 

    私は、昭和 30 年４月２日から 63 年 10 月 15 日までＡ社に勤務してい

た。54 年３月 16 日付けで同社本社から同社Ｂ事業所へ異動となり、62

年７月 15 日まで同社Ｂ事業所に勤務したが、厚生年金保険の加入期間

について照会したところ、申立期間について記録が無いことが分かった。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＣ企業年金基金の加入者記録から、申立人が申

立期間においてＡ社に継続して勤務していたことが確認でき、同基金の加

入者記録から、申立人は、昭和 54 年３年 16 日にＡ社本社から同社Ｂ事業

所に異動していたことが確認できる。 

   また、Ｃ企業年金基金からは、厚生年金保険の資格取得及び資格喪失に

係る届出は、複写式の様式を使用し、Ｄ厚生年金基金（当時）に提出した

ものと同一内容の書類を社会保険事務所に提出していたものと思われると

の回答を得ている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 54 年３月 16 日にＡ社Ｂ事

業所において被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が社会保険事務所

に対し行ったことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 54 年３月 16 日のＡ社

Ｂ事業所に係る厚生年金基金加入員資格取得届の申立人に係る記載から、

32 万円とすることが妥当である。 



  

神奈川厚生年金 事案 4436 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 25 年７月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年７月１日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 25 年４月１日にＡ社Ｃ本店に入社し、研修期間を経て正

式に同社Ｂ支店に配属され、59 年６月 10 日まで同社で継続して勤務し

ていたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっ

ていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び事業主が保管している健康保険厚生年金保険被

保険者資格喪失届から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和

25 年７月１日に同社Ｃ本店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 25 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4437 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、Ａ社における平成 16 年 12 月 10 日の標準賞与額に係る記録を 47 万

1,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 10 日 

    私は、Ａ社に勤務している間の平成 16 年 12 月 10 日に支給された賞

与から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、厚生年金保険

の被保険者記録には記載されていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している平成 16 年 12 月 10 日の賞与支給明細書から、申

立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（47 万 1,000 円）

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は申立人の申立期間に係る賞与については、賞与支払届を

社会保険事務所（当時）に提出していないことを認めており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4438 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を平成３年７月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を、47 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年６月 30 日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 39 年４月１日から平成 14 年３月 31 日までＢ社に勤務し

た期間のうち、昭和 63 年７月１日から平成３年６月 30 日まで、Ａ社に

出向していたが、同年６月が厚生年金保険の被保険者となっていないの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する人事記録から判断すると、申立人は申立てに係るグルー

プ会社に継続して勤務し(平成３年７月１日に、Ａ社からＢ社Ｃ工場に異

動)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

３年５月のオンライン記録から、47 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主による申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の納付義務

の履行については、事業主は厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載を誤

ったと回答している上、事業主が資格喪失日を平成３年７月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と誤

って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料につ

いて納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの



  

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



  

神奈川厚生年金 事案 4439 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ工場における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 47 年３月 16 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を６万 4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年３月 16 日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 37 年４月１日にＡ社に入社し、平成 22 年３月 31 日に退

職するまで継続して勤務していたにもかかわらず、昭和 47 年３月 16 日

から同年４月１日までの期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落してい

る。当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された在籍証明書及び人事記録から

判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（昭和 47 年３月 16 日に同社

Ｂ営業所から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場におけ

る昭和 47 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から６万 4,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4663 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年５月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年５月から 61年３月まで 

私は、夫が昭和 53 年５月に会社を退職した後に、区役所で夫と私の国民

年金の加入手続を行った。その後、私が、夫婦二人分の国民年金保険料を

銀行で一緒に納付していた。 

申立期間の夫の国民年金保険料は納付済みとされているにもかかわらず、

私の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が昭和 53 年５月に会社を退職した後に、区役所で申立人

及びその夫の国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民

年金手帳記号番号が払い出されたのは、61 年６月であること、及びその夫の

手帳記号番号が払い出されたのは、53 年４月であることが確認できることか

ら、申立人の主張と一致しない上、申立人は、申立期間から手帳記号番号の

払出時期を通じて同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続後は、申立人が夫婦二人分の国民年

金保険料を金融機関で一緒に納付していたと主張しているが、申立人は、保

険料の納付金額及び納付時期についての記憶が定かではないことから、申立

期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

   さらに、申立人は、申立人及びその夫が所持する年金手帳では、申立人及

びその夫の被保険者資格取得年月が、昭和 53 年５月とされていることから、

申立人及びその夫は、この時期に、国民年金の加入手続を一緒に行い、申立

期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、被保険者取得年月

は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日まで遡及
そきゅう

することから、



 

  

加入手続時期及び保険料納付の始期を特定するものではない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4664 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 10 月から４年３月までの期間及び６年４月から 13 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成３年 10月から４年３月まで 

② 平成６年４月から 13年３月まで 

私は、平成３年 10 月に会社を退職した後に、国民年金の加入手続を行っ

たと思う。その後は、転居するたびに、市役所で国民年金の住所変更の手

続を行ったと思う。 

また、私は、国民年金加入期間の国民年金保険料を金融機関で納付して

いたと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年 10 月に会社を退職した後に、国民年金の加入手続を行

い、その後は、転居するたびに、市役所で国民年金の住所変更手続を行い、

申立期間の国民年金保険料については、金融機関で納付したと主張している

が、申立人は、保険料の納付時期、納付場所及び納付金額についての記憶が

無いことから、申立期間①及び②当時の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立期間②の過半は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間で

あり、基礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られ

ていた状況下において、当該期間の記録管理が適切に行われていなかったと

は考えにくい。 

   さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立期間①及び②は、

合計 90 か月と長期間に及んでおり、これだけ長期間にわたる事務処理を複

数の行政機関が続けて誤ることも考えにくく、ほかに当該期間の保険料を納



 

  

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4665（事案 1599の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年３月、63 年１月、平成３年８月、５年 11 月及び同年 12

月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 58年３月 

② 昭和 63年１月 

③ 平成３年８月 

④ 平成５年 11月及び同年 12月 

私は、昭和 58 年３月に会社を退職した後、区役所か一時帰省した先の市

役所で国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を納付し

た。当時から国民年金の重要性については、将来の年金及び障害年金の受

給にかかわることから、十分認識しており、会社を退職する都度、国民健

康保険の加入手続とともに厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、

申立期間②及び③の保険料を納付しており、申立期間④については納付場

所の詳細な記憶がある。前回、申立てを行ったが、記録の訂正は認められ

なかったことに納得がいかないため、再申立てを行う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当初の申立てにおいて、昭和 58 年３月か同年４月に国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付してきたと主張していたが、申立人の所持す

る年金手帳の国民年金手帳記号番号は平成８年２月に払い出されており、そ

の時点で、申立期間①、②、③及び④の保険料はいずれも時効により納付す

ることはできないこと、当該期間の保険料を納付するためには、別の手帳記

号番号が必要であるが、申立人が当該期間に居住していたいずれの市区及び

管轄する社会保険事務所（当時）においても、当該期間における申立人の国

民年金への加入及び保険料納付記録を確認することができないこと、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらないこと、

及び申立人は、当該期間についてはそれぞれ別の市区に居住しており、これ



 

  

ら複数の市区においてその都度行政側の記録管理が不適切であったとは考え

難いことなどの理由から、申立人が申立期間の保険料を納付していたものと

認めることはできないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年２月

18日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の再申立てについて、申立人は、新たな資料や情報を提示した訳では

ないが、申立期間当時から国民年金の重要性については、将来の年金及び障

害年金の受給にかかわるため、十分認識しており、会社を退職する都度、国

民健康保険の加入手続とともに厚生年金保険から国民年金への切替手続を行

い、申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付しており、申立期間

④については納付場所の詳細な記憶があるにもかかわらず、記録訂正が認め

られないのは納得がいかないなどの理由で再度申し立てたとしている。 

   これについて、当時の国民健康保険の加入記録、申立人に対して平成８年

２月に払い出されている国民年金手帳記号番号とは別に申立期間に係る手帳

記号番号が払い出されていなかったか、申立人が勤務していた会社の申立期

間当時の国民年金の取扱いについて、及び申立人の妻からの聞き取りなどの

調査を含め、再度調査を行い審議したが、当委員会が当初の決定を変更すべ

き新たな事情は認められないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4666 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成２年３月まで 

私は、時期は定かではないが、大学を卒業したため、父親が、区役所で

私の国民年金の加入手続を行ってくれたと思う。申立期間のうち、昭和 63

年４月から平成元年３月までの国民年金保険料については、母親が、郵便

局へ行き、納付書で１年分まとめて納付したはずである。申立期間のうち、

同年４月から２年３月までの保険料については、場所は憶
おぼ

えていないが、

海外へ行く元年 11 月よりも前に、私が、納付書で１年分をまとめて納付し

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が、申立人の国民年金の加入手続を行ってくれたと思

うと主張しているが、申立人自身は、国民年金の加入手続に直接関与してお

らず、申立人の国民年金の加入手続を行ったとするその父親は、申立人の国

民年金の加入手続を行った時期や場所について、憶
おぼ

えていないと述べている

ことから、申立期間当時の国民年金の加入状況は不明である。 

   また、申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年４月から平成元年３月までの

期間の国民年金保険料をその母親が、同年４月から２年３月までの期間の保

険料を申立人が、それぞれ、納付書で１年分をまとめて納付したと主張して

いるが、申立人及びその母親は、保険料の納付時期及び納付金額についての

記憶が定かではないことから、申立期間当時の保険料の納付状況は不明であ

る。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成３年４月ごろに払い出さ

れていることが確認でき、その時点では、申立期間の国民年金保険料は、さ

かのぼって納付するしかないが、申立人及びその母親は、保険料をさかのぼ



 

  

って納付したことはないと述べていることから、申立期間の保険料が納付さ

れていたとは考えにくい上、申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時

期を通じて、同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4667 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年４月から６年３月まで 

私は、学生も国民年金の加入が義務になった平成３年ごろ、国民年金の

加入手続を行った記憶は定かではないが、社会保険事務所（当時）から納

付書が送られてきた。その納付書に記載されていた国民年金保険料の金額

が高かったので、その納付書を実家に送った。その後、次から送られてく

る納付書の送付先は実家に変更したと親から聞いたことを記憶している。

保険料については、私の母親が、実家の近くにある郵便局又は金融機関で

納付していたはずであるにもかかわらず、申立期間が未加入で保険料が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年ごろ、社会保険事務所から国民年金保険料の納付書が

送付されてきたので、実家にその納付書を送付し、その母親に申立期間の保

険料を納付してもらっていたと主張しているが、申立人は、国民年金の加入

手続を行った記憶は定かではないと述べており、年金手帳の交付についての

記憶も定かではないとしている上、申立人の保険料の納付を行っていたとす

るその母親も、保険料の納付についての記憶が定かではないことから、国民

年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が厚生年金保険に加入していた記録はあるものの、申立人に

国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たらないことから、申

立期間は未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間であ

る。 

   さらに、口頭意見陳述においても、申立人が国民年金の加入手続を行い、

その母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたとの心証を得ることが



 

  

できなかった。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4668 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 61年１月 

私は、昭和 61 年１月については、同じ月に厚生年金保険にも加入してい

たため、重複することになるものの、年金手帳に記載されているとおり、

この月に初めて国民年金に加入したので、国民年金保険料は納付してある

はずである。 

社会保険事務所（当時）の担当者からも記録は訂正されるべきと言われ

たので、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身が所持する年金手帳に国民年金について「初めて被保険者

となった日」が昭和 61 年１月１日と記載されていることから、同年同月に

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したはずであると述べて

いる。しかし、同手帳に記載された日付は、加入手続日にかかわらず、原則

として強制加入期間の初日までさかのぼることとされていることから、申立

人の国民年金の加入手続日や保険料の納付開始時期を特定するものではなく、

申立人の国民年金の記号番号の前後の番号が付与された被保険者の資格記録、

保険料の納付記録等から、申立人の加入手続時期は、63 年６月と推認でき、

61年１月に加入手続を行い、申立期間の保険料を納付したとは考え難い。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するためには、昭和 63 年

６月に加入手続を行った際に払い出された国民年金の記号番号とは別の記号

番号が払い出される必要があるが、申立人は申立期間当時から記号番号が払

い出された時期まで同一区内に居住しており、別の記号番号が払い出される

事情はうかがえないこと、及び同区に保管されていた国民年金被保険者収滞

納一覧表の申立人の記録が昭和 63 年度以降のものしか見当たらないことか



 

  

ら、申立人は、当該期間当時においては国民年金に未加入であり、加入手続

を行ったと推認される昭和 63 年６月の時点では、申立期間の保険料につい

ては、既に時効により納付することができなかったものと考えられる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

   なお、社会保険事務所で年金記録の確認を行った際に、担当者から申立期

間が訂正されるべきだと言われたと述べているが、後日社会保険事務所から

申立人に送付された文書には、訂正されるべきとした説明が誤っていた旨が

記載されていることから、当該担当者からの説明を受けたとしていることを

もって、当委員会にて記録が訂正されるものではない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4669 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年４月から 49 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 49年４月まで 

私の母親は、昭和 46 年４月ごろ、私の国民年金の加入手続を行った。私

は当時、大学生で、私の父親が経営する会社で働いていたが、厚生年金保

険には加入していなかった。 

申立期間の国民年金保険料は、私の母親が郵便局の簡易保険の集金人に

定期的に納付していたものと思われるが、私の母親は既に他界しており、

今となっては定かではなく、保険料の納付について、それ以外のことにつ

いては全く記憶に無い。 

しかし、私は、母親から、私が 22 歳になり、通常は大学を卒業し、厚生

年金保険に加入すべき年ごろであるが、厚生年金保険に加入していないた

め、「お前には私が代わって国民年金保険料を払ってあげるから。」と言

われたことを記憶している。私が結婚をして、母親から私の年金手帳を渡

されたときにも、「お前の将来のことに深くかかわることだから 60 歳まで

きちんと納めるように。」と念を押されたことを記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年４月ごろにその母親が申立人の国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は国民年金

の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加

入手続を行い、保険料を納付したとするその母親は既に他界していることか

ら、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入

被保険者の資格取得日から申立人の国民年金の加入手続時期は昭和 53 年５



 

  

月又は同年６月と推認され、申立内容と一致しない上、申立人は、申立期間

から手帳記号番号の払出時期を通じて同一区内に居住しており、別の手帳記

号番号が払い出されるとは考えにくく、その形跡も見当たらないことから、

申立期間当時において、申立人は、国民年金へ未加入で国民年金保険料を納

付することができなかったと考えられる。 

   さらに、申立人が昭和 60 年７月に結婚した際、その母親から渡され、申立

人が現在も所持している年金手帳は 49 年 11 月以降に使用されることとなっ

た様式のものである。 

   加えて、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4670 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年２月から 12 年３月までの国民年金保険料については、納

付を免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成６年２月から 12年３月まで 

私は、留学生として平成６年に来日し、大学院に在籍していた時期に国

民年金の加入手続を行い、区役所で国民年金保険料の免除の申請手続を行

った記憶がある。私の妻は７年に来日し、同じように大学院生であったが、

妻には国民年金の記録があり免除の承認がされているのに、私の申立期間

が未加入期間とされ、免除期間とされていないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成６年に来日し、大学院生だった時期に国民年金の加入手続

を行い、区役所で国民年金保険料の免除の申請手続を行ったと主張している

が、申立人の国民年金の資格記録は、11 年９月に申立人の主張する区とは別

の区において、20 歳到達時の適用漏れを事由として取得処理がされ、同年同

月に取消処理がされていることから、その時点において未加入であったと推

認できる上、同年同月から新たに申立人の基礎年金番号が付番された 12 年

３月までの間に別途国民年金の加入手続を行ったとする申立ては無い。 

   また、オンライン記録から申立人の国民年金保険料に係る免除の形跡がう

かがえないほか、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も

見当たらない。 

   さらに、申立人は、妻には国民年金の記録があり免除の承認がされている

のに、申立人自身は、免除期間とされていないことに納得がいかないと主張

しているが、申立期間に係る妻の国民年金の記録は未納期間であり、免除期

間とはされていない上、その妻の国民年金の資格記録は、平成 14 年３月に

その妻自身が厚生年金保険の新規資格取得をしたことに伴い付番された基礎

年金番号で作成されたものであることが確認できることから、申立内容とは



 

  

相違が見られる。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料の納付が免除されていたことを示す関

連資料が無く、ほかに申立期間の保険料の納付が免除されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料の納付を免除されていたものと

認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4671 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年８月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年８月から 61年３月まで 

私は、昭和 61 年３月までは大学生だったので、国民年金に加入していな

かったが、同年４月に社会人になったことを契機に、区役所で国民年金の

加入手続を行った。その際に、区役所の職員から、20 歳になってから未納

となっていた国民年金保険料をさかのぼって納付できる旨の説明を受け、

納付書を束でもらったので、月額約 7,000 円の申立期間の保険料を数回に

分けてさかのぼってまとめて納付したことを憶
おぼ

えているにもかかわらず、

申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年４月に区役所で国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を数回に分けて納付書によりさかのぼってまとめて納付し

たと主張しているが、申立人が納付したとする保険料月額は、過年度納付に

より納付済みとなっている申立期間直後の同年同月から同年 12 月までの期

間及び 62 年４月から同年 12 月までの期間の保険料月額とおおむね一致して

おり、申立期間の保険料月額とは大きく乖
かい

離している。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 63 年１月に払い出されてい

ることが確認できる上、申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を

通じて同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入

期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4672 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年８月から 41 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年８月から 41年９月まで 

私は、昭和 37 年＊月に生まれた長女を妊娠していたころに、自宅に来た

町役場の職員から国民年金の加入を勧められたことを契機に、町役場で国

民年金の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料については、自宅

に来た集金人に納付していた。申立期間が、未加入及び未納とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年＊月に生まれた長女を妊娠していたころ、自宅に来た

役場の職員に勧められて、国民年金の加入手続を行った後、申立期間の国民

年金保険料を集金人に納付していたと主張しているが、当時、国民年金の任

意加入者であった申立人に対して国民年金の加入勧奨が行われたとは考えに

くい上、申立人は、38 年５月に転居した際に、国民年金の住所変更手続を行

った憶
おぼ

えは無く、集金人に保険料を納付した際の年金手帳の印紙検認等につ

いての記憶が定かではないことから、当時の国民年金の加入状況及び保険料

の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の所持する国民年金手帳

から昭和 41 年 10 月に払い出されていることが確認でき、その時点では、申

立期間のうち、36 年８月から 39 年３月までの期間は未加入期間であるため、

国民年金保険料を納付することができず、申立人に対して別の手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人は、国民年金保険料をさかのぼって納付した記憶は無く、

国民年金手帳が発行された昭和 41 年 10 月から保険料が納付済みとなってい

ることから、申立人は、国民年金の加入手続を行った同年同月から保険料を



 

  

納付し始めたものと考えられる。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4673 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年５月から 60 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58年５月から 60年 12月まで 

私は、20 歳になった昭和 58 年＊月ごろに、区役所で国民年金の加入手

続を行った。加入手続後の国民年金保険料については、私が毎月郵便局で

納付書により納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 58 年＊月ごろに、国民年金の加入手続を行

い、毎月郵便局で納付書により申立期間の国民年金保険料を納付していたと

主張しているが、申立人が居住していた区では、当時、保険料の納付は３か

月ごとであったこと、及び申立人は納付金額についての記憶が定かではない

ことから、保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号が払い出された任意加入被保険者の資格取得日から、

昭和 63 年２月と推認される上、申立人は、過年度納付等により申立期間の

保険料をさかのぼって納付した記憶は無いことから、申立人の主張と一致し

ない。 

   さらに、申立人は、申立期間の前後を通じて同一区内に居住しており、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立人が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4674 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年１月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から 55年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 53 年＊月ごろ、亡くなった父親が私の国民年金

の加入手続を行い、私が就職する 55 年３月まで国民年金保険料を納付して

くれたはずである。亡くなった父親から「保険料を納付していた」旨を聞

いたことがあり、申立期間が未加入となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が、申立人が 20 歳になったころ国民年金の加入手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張している。しかし、

申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとする申立人の父親

は既に他界しており、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明であ

る。 

   また、申立期間の国民年金保険料を納付するには、申立人に国民年金手帳

記号番号が払い出されている必要があるが、その形跡が見当たらず、申立期

間の保険料について、申立人の父親が申立人の保険料を納付していたことを

うかがわせる具体的な証言も得られなかった。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4675 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 13 年４月から 14 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 13年４月から 14年３月まで 

私の母親が、申立期間の国民年金保険料を納付していたはずである。申

立期間の両親及び兄の保険料は、納付済みとされているので、私の保険料

も納付されているはずである。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が、申立期間の国民年金保険料を納付していたはずで

あると主張しているが、申立人自身は、保険料の納付に直接関与しておらず、

申立人の保険料を納付していたとするその母親は、申立期間の保険料の納付

時期、納付場所、納付金額及び納付方法についての記憶が曖昧
あいまい

であることか

ら、申立期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、基

礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた状

況下において、申立期間の記録管理が適切に行われていなかった可能性は低

い。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4676 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年８月から９年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成８年８月から９年３月まで 

時期ははっきりしないが、私又は母親が、区役所で私の国民年金の加入

手続を行い、平成８年８月ごろに、自宅に申請免除の申請書が送られてき

たので、私が、数か月後に書類を返送し、申立期間の国民年金保険料の免

除の申請手続を行ったと思う。申立期間の保険料の納付が免除されておら

ず、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人又はその母親が、区役所で申立人の国民年金の加入手続

を行い、平成８年８月ごろに、自宅に申請免除の申請書が送られてきたので、

申立人が、数か月後に書類を返送し、申立期間の国民年金保険料の免除の申

請手続を行ったと思うと主張しているが、申立人及びその母親は、国民年金

の加入手続を行った時期についての記憶が定かではない上、申立人は、これ

までに受け取った年金手帳は、現在所持している青色の手帳１冊のみである

としているところ、青色の年金手帳は、９年１月以降に発行されたものであ

ることから、申立人が、それよりも前に国民年金の加入手続を行い、保険料

の免除の申請手続を行っていたとは考えにくい。 

   また、申立人が申立期間当時居住していた区において、申立人の国民年金

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は見当たらない上、

申立人には、平成９年６月に基礎年金番号が付与されていることが、オンラ

イン記録により確認できることから、申立人が、申立期間当時国民年金に加

入し、国民年金保険料の免除の申請手続を行っていたとは考えにくい。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料が免除されていたことを示す関連資料

が無く、ほかに申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺



 

  

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4677 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年５月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年５月から６年３月まで 

平成６年６月ごろに、結婚したことを契機に、妻が、私の国民年金の加

入手続を行った。 

その後、私が、社会保険事務所（当時）に問い合わせをして、加入手続

をしたときよりも前のすべての期間の国民年金保険料を納付することがで

きないか確認したが、すべての期間の保険料は納付することができなかっ

たので、その時点で納付することが可能であった申立期間の保険料を納付

することとし、妻が一括で納付したはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成６年６月ごろに、その妻が、申立人の国民年金の加入手続

を行い、その後、社会保険事務所に問い合わせをして、その時点で納付する

ことが可能であった申立期間の国民年金保険料を、その妻が一括で納付した

と主張しているが、申立人自身は、保険料の納付に直接関与しておらず、申

立人の保険料を納付したとするその妻は、申立期間の保険料の納付方法等に

ついての記憶が定かではないことから、申立期間の保険料の納付状況は不明

である。 

   また、口頭意見陳述を実施した結果においても、申立人の妻が申立期間の

国民年金保険料を納付していたとの心証を得ることはできなかった。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4678 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 39 年２月までの期間、同

年３月から 44 年３月までの期間及び 57 年７月から 61 年３月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 また、申立期間のうち、昭和 44 年４月から同年 11 月までの国民年金保険

料については、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年２月まで 

② 昭和 39年３月から 44年 11月まで 

③ 昭和 57年７月から 61年３月まで 

私は、結婚前に、将来のことを考え、居住していたＡ区で国民年金の加

入手続を行った。 

Ａ区に居住しているときの国民年金保険料については、１か月分の金額

は 100円で、私が、区役所の出張所へ行き、納付書で納付した。 

申立期間①及び②のうち、Ａ区から転居した後の期間の国民年金保険料

については、１か月分の金額が 300 円ぐらいのときは、毎月自宅へ来た集

金人に、私が納付していた。 

申立期間②のうち、昭和 44 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料

は、私が所持している年金手帳に検認印が押されており、保険料を納付し

ていることが確認できるが、同期間の保険料は還付済みであると説明され

た。 

申立期間③の国民年金保険料については、１か月分の金額は 1,000 円前

後で、私が、金融機関へ行き、納付書で納付した。 

私は、国民年金に加入後、国民年金保険料をさかのぼって納付したこと

もあるが、期限内に納付しており、途中で国民年金の加入をやめたことは

なく、保険料が還付されたこともない。 

申立期間の国民年金保険料の納付を認めてほしい。 

 



 

  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、結婚前に、居住していたＡ区で国民年

金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 37 年３月ごろにＢ区において、夫婦連番で払い出されていること

が確認できることから、申立人の主張と一致しない上、申立人が結婚前に

国民年金の加入手続を行ったとするＡ区を管轄する年金事務所において、

手帳記号番号の閲覧調査を行った結果でも、申立人の別の手帳記号番号は

見当たらなかった。 

    また、申立期間②について、申立人の特殊台帳から、申立人は、昭和 39

年３月に国民年金の被保険者資格を喪失し、44 年 12 月に国民年金に任意

加入していることが確認できることから、申立期間②は国民年金の未加入

期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

    さらに、申立期間③について、申立人が所持する年金手帳から、申立人

は、昭和 57 年７月に国民年金の被保険者資格を喪失し、61 年４月に国民

年金に再び加入していることが確認できることから、申立期間③は国民年

金の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である

上、申立人が申立期間③当時に納付したとする金額は、実際の保険料額と

大きく相違している。 

    加えて、口頭意見陳述を実施した結果においても、申立人が申立期間①、

②のうち昭和 39 年３月から 44 年３月までの期間及び③の国民年金保険料

を納付していたとの心証を得ることはできなかった上、申立人が当該期間

の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が

無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

 

  ２ 一方、申立期間②のうち、昭和 44 年４月から同年 11 月までの国民年金

保険料については、申立人の所持している年金手帳に検認印が押されてい

ることから、確かに納付されていたことはうかがえるものの、当該期間は、

前述のとおり、国民年金の未加入期間であり、当該期間の保険料が還付さ

れていることについて、不自然さはみられない上、申立人の特殊台帳には、

保険料の還付期間、還付金額及び還付決定日が明確に記載されており、こ

の記載内容に不合理な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還付を疑

わせる事情も見当たらない。 

 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間のうち、昭和 36 年４月から 39 年２月までの

期間、同年３月から 44年３月までの期間及び 57年７月から 61年３月まで

の期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

    また、申立期間のうち、昭和 44 年４月から同年 11 月までの国民年金保

険料を還付されていないものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4679 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年８月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年８月から 52年３月まで 

私は、それまで勤めていた会社を昭和 48 年７月に退職し、個人のＡに就

職することが決まったが、同Ａから社会保険の適用事業所でないことを聞

き、すぐに、同年８月ごろ、市役所で国民年金の加入手続を行った。その

後、国民年金保険料は、結婚して同Ａを退職するまで、昼休みの時間を利

用して、同Ａ近くの銀行で、定期的に納付していた。私は、申立期間の保

険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、それまで勤めていた会社を退職直後の昭和 48 年８月ごろ、国民

年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号

の前後の任意加入者の被保険者資格取得日から、申立人が加入手続を行った

のは、52 年９月ごろと推認されることから、申立内容と一致しない上、申立

人は、申立期間から国民年金の加入手続が行われたと推認される時期を通じ

て同一市内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されるとは考えにく

く、その形跡もうかがえない。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行ったと推認される昭和 52 年９月の

時点においては、申立期間の国民年金保険料を納付するには、さかのぼって

納付するしかないが、申立人は、申立期間当時、保険料をさかのぼって納付

したことは無かったと述べている。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても新たな証言や資

料を得ることができず、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4680（事案 3437の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年８月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年８月から 53年３月まで 

私は、昭和 53 年ごろ、当時居住していた市の職員に、国民年金に加入す

るように勧められ、国民年金の加入手続を行った。 

国民年金の加入手続を行ったときに、市役所の担当者から、さかのぼっ

て国民年金保険料を納付する制度と、その保険料額が 40 万円弱になるとの

説明を受けた。 

その後、市役所の窓口で、39 万数千円の国民年金保険料を納付し、お釣

りを受け取ったことを記憶している。 

私が納付した分が、どの期間の国民年金保険料か定かではないが、年金

手帳の「初めて被保険者になった日」が、昭和 40 年８月になっているのは、

私がその日までさかのぼって保険料を納付したから記入されたのではない

かと思っている。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自らが所持する年金手帳に記載されている被保険者資格取得日

が昭和 40 年８月となっていることから、その時点までさかのぼって国民年

金保険料を納付したと主張しているが、いつからいつまでの期間の保険料を

納付したかについての記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料の納付状況が不明であるた

め、申立人が申立期間の保険料を納付していたものと認めることはできない

として、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年３月 10 日付けで、年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、国民年金保険料を納付した対象となる

期間の始期及び終期並びに納付した時期については定かではないものの、納



 

  

付した金額については記憶しているため、その納付した金額に相当する期間

の保険料額を納付したと主張するが、これらは委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情とは認められず、また、申立期間の保険料を納付したことを

示す新たな資料の提出も無いことから、申立人は、申立期間の保険料を納付

していたものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4681 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から５年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年４月から５年９月まで 

私の両親は、私が 20 歳になったころ、町役場の支所で私の国民年金の加

入手続を行った。申立期間の国民年金保険料については、両親が納付して

いたはずである。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その両親が申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は、国民年金の加入

手続や保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を

行い、保険料を納付していたとするその両親は既に他界していることから、

当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の年金手帳には厚生年金保険の記号番号は記載されているも

のの、国民年金については、記号番号及び初めて被保険者となった日が記載

されていない上、オンライン記録上も申立期間は未加入期間であることから、

国民年金保険料を納付することができない期間であるとともに、申立人に国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たら

ない。 

   さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその両親も、申立

期間と同じ期間の大半が申請免除期間となっている。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4682 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年５月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年５月から３年３月まで 

私が 20 歳になった平成元年＊月に、やがて学生であっても強制加入にな

ることから、母親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付していたにもかかわらず、申立期間が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年当時、学生であったが、やがて国民年金に強制加入と

なることがわかっていたので、その母親が同年＊月に国民年金の加入手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと述べているが、申立人の

国民年金手帳記号番号は、３年６月に払い出されており、申立人の主張と一

致しない。 

   また、オンライン記録では、申立人は、平成元年５月から強制加入となっ

ており、上述のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は、３年６月に払い

出されていることから、同手帳記号番号で申立期間の国民年金保険料を納付

するためにはさかのぼって納付するしかないが、保険料を納付していたとす

るその母親は、さかのぼって保険料を納付した記憶は無いと述べている上、

申立人は、申立期間の始期から手帳記号番号が払い出された時期を通じて、

同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されるとは考えにくく、

その形跡も見当たらないことから、申立期間当時は未届けによる未加入期間

であったと考えられる。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4683 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から 50 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 50年９月まで 

私は、昭和 46 年１月に、区役所で国民年金の加入手続を行ったが、その

際に、国民年金手帳は交付されておらず、後日、郵送もされなかったため、

手帳を所持したことがない。加入手続後の国民年金保険料については、納

付書が送付されてきたことはなく、私が毎月区役所において現金で納付し

ていたが領収書を受け取ったこともない。長男の出産をきっかけとして国

民年金に任意加入し、保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間が

未加入で保険料を納付していなかったとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、加入手続後の国民年金保険料について、納付書が送付されてき

たことはなく、毎月区役所において、現金で納付した際も領収書を受け取っ

たことはないと主張しているが、申立期間当時、国民年金手帳が交付された

記憶が無いと述べている上、申立人が居住していた区では、当時、現年度保

険料を収納した際には領収証書を発行していたことが確認できることから、

申立人の主張は当時の制度と一致しない。 

   また、申立人の被保険者台帳及びオンライン記録では、昭和 50 年 10 月 25

日に国民年金に任意加入していることが確認できることから、その時点では、

申立期間は未加入期間であり国民年金保険料を納付することができない期間

である上、申立人は、加入手続を行ったとする時期から国民年金の任意加入

期間を通じて同一区内に居住しており、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4684 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年８月から 49 年４月までの期間、50 年１月から同年３月

までの期間、52 年４月から同年５月までの期間及び 54 年５月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 48年８月から 49年４月まで 

② 昭和 50年１月から同年３月まで 

③ 昭和 52年４月から同年５月まで 

④ 昭和 54年５月 

私は、昭和 54 年６月ごろに引っ越した際、妻が市役所で、私の国民年金

の加入手続を行ってくれた。 

その後すぐに、申立期間①、②、③及び④の期間の国民年金保険料の納

付書を持った市の職員が自宅を訪ねて来て、｢空いているから払った方が良

いですよ。｣と妻に勧めたため、申立期間の保険料を、妻が半年以内に２回

に分けて金融機関で納付したことを聞いている。 

私は妻が申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付してくれた

にもかかわらず、未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間①、②、③及び④の国民年金

保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付したとするその妻は、市の職員から「空いているから保険料を

納付した方が良いですよ。」と納付を勧められたとする当該期間を申立期間

と設定しているものの、その設定の根拠が明確でないことに加え、まとめて

納付した金額も憶
おぼ

えていないなど、当該期間に係る保険料の納付状況は不明

である。 

   また、その妻は、昭和 54 年６月ごろに引っ越しをした際、申立人の国民年

金の加入手続を行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前



 

  

後の番号の任意加入者の資格取得日から、申立人の加入手続時期は、55 年５

月ごろと推認され、申立内容と合致しない上、申立期間①、②及び③の国民

年金保険料を納付するためには別の手帳記号番号が払い出されている必要が

あるが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立期間以外にも国民年金の未加入期間が散見される上、オンラ

イン記録と同様に、申立人の所持する年金手帳の「初めて被保険者となった

日」は、昭和 54年６月１日と記載されている。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4685 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年３月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年３月から平成元年３月まで 

私は、20 歳に到達した昭和 60 年＊月ごろ、私の父親が市役所で私の国

民年金の加入手続を行ったと聞いている。申立期間の国民年金保険料につ

いては、父親が自宅を訪ねて来ていた金融機関の集金人に納付していたは

ずであり、申立期間が未加入で保険料を納付していないとされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳に到達した昭和 60 年＊月ごろ、その父親が申立人の国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申

立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとするその父親は

既に他界していることから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不

明である。 

   また、申立人及びその母親は、申立期間当時、年金手帳を見た記憶は無い

としており、申立人が居住していた市の被保険者名簿が、母親の分は現存し

ているにもかかわらず、申立人の分については確認できないことから、申立

人の国民年金の加入手続は行われていなかったものと推認できる上、オンラ

イン記録上も申立期間は未加入期間であることから、国民年金保険料を納付

することができない期間であるとともに、申立人に対して国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4686 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年２月から同年 10 月までの期間及び 13 年７月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成３年２月から同年 10月まで 

② 平成 13年７月 

私は、申立期間①当時は、仕事で海外に行っていたので、父親に頼んで

私の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行ってもらった。 

また、平成 13 年７月に会社を退職した後に、市役所から国民年金への加

入を促す文書がきたので、市役所へ出向き、自分で国民年金の加入手続を

行い、申立期間②の国民年金保険料を納付した記憶がある。 

申立期間①及び②が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が、申立人の国民年金の加入手続を行ったと主張して

いるが、申立人自身は、国民年金の加入手続に直接関与しておらず、申立人

の国民年金の加入手続を行ったとするその父親は、申立人の母親が申立人の

国民年金の加入手続を行ったと述べている上、その母親は、加入手続時期に

ついての記憶が定かではないことから、申立期間①当時の国民年金の加入状

況は不明である。 

   また、申立人は、これまで受け取った年金手帳は、現在所持している年金

手帳１冊のみであるとしているところ、その年金手帳では、申立人の国民年

金の被保険者資格取得時期は、平成３年 11 月とされていることから、申立

期間①は、国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

   さらに、申立人は、平成 13 年７月に会社を退職した後に、市役所で国民年

金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の所持する年金手帳では、

申立人は、同年１月に国民年金の被保険者資格を喪失し、14 年 10 月に被保



 

  

険者資格を取得していることが確認できることから、申立期間②は、国民年

金の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間であった

と考えられる。 

   加えて、申立期間②は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、

基礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた

ことから、当該期間の記録管理が適切に行われていなかった可能性は低い。 

   その上、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4687 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 13 年１月から同年 11 月までの期間及び 14 年 12 月の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 13年１月から同年 11月まで 

② 平成 14年 12月 

私は、平成 15 年１月に入籍後、区役所に行った際に国民年金に未加入で

あることを指摘され、夫の勧めもあり国民年金に加入した。年金手帳は 15

年１月 15日付けで発行されている。 

国民年金保険料については、区役所から過去の保険料を納付できる旨の

書類と２年間分の過年度納付書が届いたので、平成 15 年１月に夫と二人で

区の地区センターを訪問し納付した。納付した金額は憶
おぼ

えていないが、保

険料を納付した際、受付をしていた男性職員から、「今回の納付で、ほぼ

満額に近い年金が支払われる。」旨の説明を受けたことを記憶している。 

年金事務所で、「平成 16 年１月に１年分だけさかのぼって納付した記録

がある。」との説明を受けたが、その時期は、出産間近で外出を控えてい

た時期であったので、支払ったとするその時期は間違いであると思ってい

る。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「入籍した平成 15 年１月に、過去２年分の国民年金保険料を区

の地区センターで納付した。」と述べていることから、申立人が納付したと

する 15 年１月の時点の状況について聴取したところ、「その時期は、出産

間近だったので、夫の車に乗って地区センターに行った。」と述べている。

しかし、申立人は、16 年＊月に第一子を出産しており、申立期間の保険料を

納付したとする 15 年１月においては、申立人は出産を間近に控えていたと

は考えにくく、保険料の納付時期は、出産前の 16 年１月ごろと考えるのが



 

  

自然である。 

   また、申立人の主張する時期に過年度保険料が納付されていれば、申立人

がほかに過年度納付できる時期は無く、過年度納付書が発行される理由は無

い。しかし、オンライン記録によれば、平成 15 年４月に申立人に過年度納

付書が発行されていることなどから、申立人が主張する時期に申立期間①及

び②の国民年金保険料が納付されたとは考え難い。 

   さらに、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したとする時期は、平

成９年１月以降の基礎年金番号を導入した時期であることに加え、14 年以降、

国に収納事務が一元化された後の時期であり、年金事務における事務処理の

機械化が一層促進されたことを踏まえると、記録の過誤が生ずる可能性が低

い時期である。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4688 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年７月から 59 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55年７月から 59年９月まで 

私は、昭和 61 年７月に、夫と一緒に市役所の出張所で婚姻届を提出した

際に、夫と一緒に国民年金の加入手続を行った。その際に、私及び夫の国

民年金の被保険者資格取得日までさかのぼって国民年金保険料を納付する

ことができると案内されたので、私及び夫の被保険者資格取得日からの保

険料の納付書を作成してもらい、数回に分けて、私が、金融機関で夫婦二

人分の保険料を納付してきた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年７月に、申立人及びその夫の国民年金の加入手続を行

い、その後、数回に分けて、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主

張しているが、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任

意加入者の被保険者資格取得日から、申立人及びその夫の国民年金の加入手

続が行われたのは、同年９月ごろであると推認され、その当時は、申立期間

の保険料を納付することができる特例納付は実施されていないことから、申

立人が、申立期間の保険料を納付していたとは考え難い。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される昭和 61 年９月

の時点で、国民年金保険料を納付することが可能であった申立期間直後の 59

年 10 月から 61 年３月までの保険料は、４回に分けて過年度納付されている

ことが、オンライン記録により確認できる上、同期間の保険料額の合計金額

は、申立人が数回に分けて納付したとする金額の合計金額とおおむね一致し

ていることから、申立人がさかのぼって納付したのは、当該期間の保険料で

あったと考えるのが自然である。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4689 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年８月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43年８月から 50年３月まで 

昭和 44 年１月ごろに区役所から国民年金に加入するよう連絡があり、私

の母親が、区役所で私の国民年金の加入手続を行ってくれた。国民年金保

険料については、母親が、43 年８月から未納となっていた保険料を、加入

手続後から３回に分けて区役所で納付し、その後は母親が、毎月納付書に

より納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年１月ごろにその母親が申立人の国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は国民年金

の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加

入手続を行い、保険料を納付していたとするその母親は、申立期間当時の国

民年金手帳及び保険料額についての記憶が曖昧
あいまい

であることから、国民年金の

加入状況及び納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその母親は、昭和 43

年８月から未納となっていた保険料を、加入手続後から３回に分けて区役所

で納付し、その際に領収書を受け取ったと述べているが、申立人の居住して

いた市では、46 年４月に保険料の収納方法が印紙検認方式から納付書方式に

変更され、領収書の発行が開始されていることが確認できることから、申立

期間当初から領収書を受け取っていたとする申立人の主張と一致しない。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年６月に払い出されて

いることが確認できるが、申立人は、過年度納付により申立期間の国民年金

保険料をさかのぼってまとめて納付した記憶は無く、別の手帳記号番号が払



 

  

い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4690 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年６月から同年９月までの付加保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年６月から同年９月まで 

私は、昭和 52 年６月に、市役所の出張所で職員をしていた知人に勧めら

れ、国民年金の加入手続、付加年金の加入手続及び口座振替手続を行った。

口座振替が開始されるまでの付加保険料については、私が納付していたは

ずであるが、納付時期及び納付方法等については定かではない。申立期間

の付加保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、市役所の出張所の職員から、国民年金の任意加入を勧められ、

国民年金の加入手続と併せて付加年金の加入手続を行い、付加保険料も併せ

て国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人が当時居住して

いた市では、一つの納付書に定額保険料と付加保険料の金額がそれぞれ明記

されており、その納付書で両保険料の合計額を納付する仕組みであったこと

が確認できることから、両保険料の合計額を納付書で納付していたならば、

両保険料はともに納付済みとなることから、付加保険料についてのみ未納と

なることは考えにくい。 

   また、申立人の特殊台帳及び国民年金保険料検認（納付）記録票には、申

立期間直後の昭和 52 年 10 月から付加保険料の納付記録が記載されているが、

申立人が申立期間の付加保険料を納付した形跡はうかがえない上、申立人は、

申立期間当時の付加保険料の納付時期、納付方法についての記憶が定かでは

ない。 

   さらに、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿・源泉徴収票等）が無く、ほかに付加保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4691 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成元年３月まで 

私は、昭和 63 年４月ごろに、市役所で国民年金の加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料を納付していたはずである。 

申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63 年４月ごろに、市役所で国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は、国民

年金の加入手続の状況や、保険料の納付方法、納付金額及び納付時期につい

て、憶
おぼ

えていないと述べていることから、申立期間当時の国民年金の加入状

況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる形跡が見当たらない上、オンライン記録でも申立人が国民年金に加入し

ていた記録は見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間であ

り、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4692 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 61 年３月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 61年３月まで 

私は、昭和 51 年４月に、友人に勧められたことを契機に、役場で国民年

金の任意加入手続を行った。国民年金保険料の納付については、役場の職

員から、「付加保険料を一緒に納付すると、将来、年金が余分にもらえる

からお得ですよ。」と勧められたことから、国民年金の加入当初から定額

保険料に付加保険料を加えて納付していたにもかかわらず、申立期間の付

加保険料のみが未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について納付書により役場で定額保険料と付加保険料

を一緒に納付していたと主張しているが、当時、申立人が居住していた地域

では、定額保険料と付加保険料を一つの納付書により納付する制度となって

いたことが確認できる上、定額保険料と付加保険料を一緒に納付していなが

ら、120 か月の長期間にわたり、定額保険料だけが納付済みとなり、付加保

険料のみが未納となることは考え難い。 

   また、申立人は、昭和 51 年４月に国民年金の加入手続と同時に付加年金の

加入手続も行ったと主張しているが、申立人の被保険者名簿では、申立人が

付加年金に加入していたことをうかがわせる形跡は見当たらない上、役場の

国民年金収納リストによると、申立期間の国民年金保険料について定額保険

料のみを納付していたことが確認できる。 

   さらに、申立人が、申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の付加保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



 

  

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4693 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年 11 月から 47 年５月までの期間、49 年３月、55 年 10 月

から 56 年８月までの期間及び 57 年１月から同年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 11月から 47年５月まで 

② 昭和 49年３月 

③ 昭和 55年 10月から 56年８月まで 

④ 昭和 57年１月から同年３月まで 

私は、Ａに勤務していた平成４年６月に、区役所の国民年金の担当職員

に、過去の国民年金の未納期間について国民年金保険料をすべて納付した

い旨相談し、その場で、現在は納付済みとなっている３年１月から４年４

月までの保険料と一緒に申立期間①、②、③及び④の保険料を、その当時

の保険料額で計算してもらい、さかのぼって一括納付した。保険料を納付

したにもかかわらず、申立期間①、②、③及び④が未加入で保険料を納付

していないとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を当時の金額で計

算してもらい、平成４年６月ごろ、納付済みとなっている３年１月から４年

４月までの保険料と一緒にさかのぼって一括して納付したと主張しているが、

その金額は、当時の保険料額と大きく相違していることから申立人の主張と

一致しない。 

   また、申立人が所持している国民年金手帳には、申立人が申立期間①、②、

③及び④について国民年金に加入していた記載は認められない上、オンライ

ン記録上にも、申立期間は未加入期間であるため、申立期間の国民年金保険

料を納付することはできない期間であるとともに、申立人に対して別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらな



 

  

い。 

   さらに、申立人は、申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付し

たとする日に出金記録が記載されているとする金融機関の預金通帳を所持し

ているが、その預金通帳に記載された金額が、申立期間の保険料納付に使用

されたとまでは推認できなかった。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4694 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年２月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成２年２月から同年６月まで 

私は、会社を退職した平成２年１月ごろに、退職した会社から国民年金

に加入するよう言われていたことや、私の母親の勧めもあったので、国民

年金の加入手続を行った。 

平成３年ごろになって、公的機関から、強圧的な内容の文書と共に国民

年金保険料の納付書が送られてきたが、請求金額には延滞金も含まれてい

たので、その納付書を使用して、私が、金融機関で延滞金が加算された申

立期間の保険料を納付した。 

申立期間が未加入とされ、国民年金保険料を納付していないとされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成２年１月ごろに、国民年金の加入手続を行ったと主張して

いるが、申立人は、加入手続を行った場所についての記憶が無く、申立人が

申立期間当時居住していた区において、申立人の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる形跡は見当たらない上、オンライン記録

でも、申立人が申立期間当時国民年金に加入していた形跡は見当たらないこ

とから、申立期間は、国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を納付

することができない期間である。 

   また、申立人は、平成３年ごろに、納付書が送られてきたので、延滞金が

加算された申立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているが、保険料

に延滞金が加算された納付書が送付されることは考えにくいことから、申立

人が申立期間の保険料を納付していたとは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4695 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から平成４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から平成４年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 60 年は学生であったが、国民年金に加入する

ように市役所の職員が自宅に来たので、私の母親が自宅で私の国民年金の

加入手続を行い、母親が集金人に両親の分と私の国民年金保険料を納付し

ていたにもかかわらず、申立期間が未加入で保険料が未納とされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 60 年＊月は学生であったが、市役所の職員

が自宅に訪ねてきたので、その母親が申立人の国民年金の加入手続及び国民

年金保険料の納付を行ったとしているが、申立人は加入手続及び保険料納付

に直接関与しておらず、申立人の加入手続等を行ったとするその母親は既に

他界していることから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明で

ある。 

   また、基礎年金番号により国民年金保険料を納付した期間はあるものの、

申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たらないこと

から、申立期間は未加入期間で、保険料を納付することができない期間であ

る。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4440 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48 年９月１日から 51 年９月１日まで 

    私は、昭和 45 年ごろにＡ社に契約社員として入社し、47 年３月１日

に厚生年金保険の被保険者となってから平成６年９月 30 日に退職する

まで継続して勤務していたが、申立期間が被保険者期間となっていない

ので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ健康保険組合が保管している被保険者台帳の記

録及び複数の同僚の証言から、申立人が、申立期間にＡ社に勤務していた

ことは認められる。 

   しかしながら、Ｃ厚生年金基金の記録によると、申立人は申立期間にお

いて、同基金の加入員となっていない。 

   また、Ａ社の従業員の中には、申立人と同様に健康保険に加入している

が、厚生年金保険には加入していない期間がある者が複数確認できるほか、

複数の同僚から、雇用形態によっては、厚生年金保険に加入していない者

もいた旨の供述があることから、当時、同社では厚生年金保険の取扱いが

従業員ごとに異なっていたことがうかがえる。 

   さらに、申立人は、申立期間に係る給与明細書等の資料を所持していな

い上、複数の同僚に聴取したものの、厚生年金保険料の控除に係る供述を

得ることができず、事業主も、賃金台帳、源泉徴収簿等の資料を保管して

いないため、申立期間における厚生年金保険料の控除を確認することがで

きない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年７月１日から 34 年４月 30 日まで 

             ② 昭和 40 年３月１日から 41 年６月 23 日まで 

             ③ 昭和 43 年 12 月１日から 44 年７月 30 日まで 

             ④ 昭和 47 年７月２日から同年 12 月 30 日まで 

             ⑤ 昭和 48 年１月５日から 51 年４月 30 日まで 

    私は、申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ社に、申立期間③はＣ社

に、申立期間④はＤ社に、申立期間⑤はＥ社に勤務していたが、これら

の期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

    調査の上、申立期間について、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社に同期入社した同僚の氏名を記憶

していることから、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務して

いたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録において、上記の同僚のＡ社に係る厚生

年金保険の被保険者資格取得日は、申立人が主張する入社日から約２年６

か月後であることが確認できる上、申立人が別に名前を挙げた同期入社の

同僚については、同社に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

   また、オンライン記録で確認できる 16 名の同僚に文書照会をしたとこ

ろ、回答を得た 13 名のうち 10 名は、入社日と厚生年金保険の被保険者資

格取得日が一致しないと供述していることから、当時、同社では、従業員

ごとに異なる厚生年金保険の取扱いをしていたことがうかがえる。 

   さらに、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当

時の事業主は連絡先が不明で、回答を得ることができなかった。 



  

   申立期間②について、申立人は、Ｂ社に勤務していたと主張している。 

   しかしながら、オンライン記録において、Ｂ社は、厚生年金保険の適用

事業所として確認できない。 

   また、Ｂ社は、申立人が記憶する同社の所在地を管轄する法務局におい

て、商業登記の記録は確認できない。 

   さらに、申立人は、Ｂ社の事業主及び同僚の氏名を記憶していないこと

から、これらの者から供述を得ることができなかった。 

   申立期間③について、申立人は、Ｃ社の事業主の姓を記憶していること

から、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは推

認できる。 

   しかしながら、当時のＣ社の従業員数について、申立人は 20 名と供述

している一方、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載され

ている被保険者数は 12 名である。 

   また、オンライン記録において、当時の同僚は、当該期間に国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できることから、同社

では、当時、すべての社員について厚生年金保険の加入手続を行ったわけ

ではないことがうかがえる。 

   申立期間④について、申立人は、Ｄ社の事業主の氏名及び同社の所在地

を記憶していることから、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤

務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録において、Ｄ社は、厚生年金保険の適用

事業所として確認できない。 

   また、オンライン記録において、当時の同僚は、当該期間に国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

   さらに、当時の事業主は既に死亡しており、証言を得ることができなか

った。 

   申立期間⑤について、Ｅ社の元事業主の回答から、期間は特定できない

ものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ｅ社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは、昭和 49 年８月１日から同年 10 月 31 日までの２か月

間のみであることが確認できる。 

   また、申立期間⑤当時のＥ社の従業員数について、申立人は 40 名と供

述している一方、オンライン記録において、上述の２か月間における同社

に係る厚生年金保険の被保険者数は 10 名であることが確認できることか

ら、当時、同社は、全部の従業員について厚生年金保険の加入手続を行っ

ていない状況がうかがえる。 

   このほか、申立人は、申立期間①から⑤までにおいて、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の



  

資料を所持しておらず、保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年８月１日から 31 年５月 28 日まで 

    厚生年金保険の記録によると、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた

途中の期間である申立期間の加入記録が欠落している。申立期間につい

ては、昭和 28 年８月に常務取締役となり、同社本社で勤務していた。 

    申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する従業員カード及び役員名簿並びに同社が発行した申立人

に係る在籍証明書により、申立人が申立期間において、Ａ社に勤務してい

たことは推認できる。 

   しかしながら、申立期間当時、Ａ社が作成していた健康保険厚生年金保

険被保険者名簿（以下「事業所名簿」という。）には、等級欄が２段書き

されており、申立人に係る昭和 27 年４月の標準報酬月額算定欄において、

上段には「19 等級」と記載されているが、当時の厚生年金保険の最高等

級は 10 等級であり、健康保険の最高等級が 19 等級であったことを考慮す

ると、当該記載内容は、健康保険の等級であると推認できる。 

   また、上記事業所名簿において、申立人と同様、上段にのみ等級記載が

ある者が９名確認できるが、いずれも、オンライン記録において、厚生年

金保険の加入記録が見当たらない上、このうち４名は、上記役員名簿にお

いて、役員であったことが確認できる一方、申立人に係る記載のある２枚

の事業所名簿ページ及びそれぞれの前後５ページにおいて、上段と下段に

等級の記載がある者は、いずれも、厚生年金保険の被保険者記録が確認で

 



  

き、かつ役員名簿にその氏名が記載されていないことを考慮すると、申立

期間当時、Ａ社では何らかの事情により、役員の一部について、健康保険

にのみ加入させ、厚生年金保険には加入させない取扱いを行っていたこと

がうかがえる。 

   さらに、上記事業所名簿において、昭和 31 年５月 28 日に申立人を含む

４名が被保険資格を取得した旨の記載が確認できるが、いずれも年金事務

所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、同

日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得しており、オンライン記録と一

致している。 

   加えて、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持して

いない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4443 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月ごろから 42 年８月ごろまで 

    私は、申立期間において、Ａ社Ｂ事業所に勤務していたが、厚生年金

保険の被保険者記録が無い。 

    申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の同僚の証言及び申立人が申立期間以降に勤務したＣ社から提出さ

れた履歴書の職歴により、申立人は、Ａ社に勤務していたことは推認でき

る。 

   しかしながら、同僚は申立人の勤務期間については不明としているほか、

上記履歴書によると、Ａ社の勤務期間は昭和 38 年 12 月から 41 年 12 月ま

でとなっており、Ｄ社の厚生年金保険被保険者期間（38 年７月１日から

39 年３月１日）と重なっている上、申立期間を含む 42 年４月から同年９

月まではＥ社に勤務したこととなっているなど、勤務期間が特定できない。 

   また、Ａ社の複数の同僚は、同社の臨時職員について、給与がＦ社から

支払われる者と事業所の予算から支払われる者がおり、事業所で採用され

た者については、厚生年金保険の加入は各事業所にゆだねられていたと供

述しているところ、Ｆ社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得確認および標準報酬決定通知書」に申立人の名前は見当たらない上、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は見当たら

ず、整理番号に欠番も無い。 

   さらに、Ａ社では、申立期間当時の職員名簿及び臨時職員名簿の中に申

立人の名前は確認できないと回答している。 

   加えて、オンライン記録において、Ａ社Ｂ事業所が厚生年金保険の適用



  

事業所でなかったことが確認できる。 

   また、申立人は、申立期間において夜間大学に通っていたと述べている

ところ、同様に夜間大学に通いながら勤務したとする同僚は、「当時、夜

間大学に通う学生については厚生年金保険に加入していないと思う。」と

供述しているところ、この同僚は大学在学期間中には厚生年金保険の被保

険者記録が無い。 

   さらに、申立人がＡ社Ｂ事業所の共同事業先として挙げた３事業所にお

いて、申立人が厚生年金保険の被保険者であったことは確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4444 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月から同年 10 月 21 日まで 

    私は、以前勤務していた会社の上司から誘われ、申立期間において、

Ａ地にあったＤ社に勤務し、Ｅ業務に携わったが、厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。仕事が変わる都度、年金手帳を提出し手続を

してもらったと記憶している。販売元は、他県の業者であったと思うの

で、調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ社の上司及び同僚並びにＣ社の元総務・経理担当者の供述から、申立

人が申立期間において、Ｂ県のＣ社が販売元となっているＦ商品を販売し

ているＤ社で、Ｅ業務に携わっていたことが推認できる。 

   しかし、Ｄ社は、オンライン記録において厚生年金保険の適用事業所と

して確認できないところ、同社の上司は、同社は正社員が４名で、厚生年

金保険の適用事業所の届出等を行った記憶は無いと供述している。 

   また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人、

Ｄ社の上司及び同僚の氏名は確認できず、整理番号に欠番も無い。 

   さらに、Ｄ社の上司及び同僚は、申立期間において厚生年金保険に加入

していた認識はなかったと供述しているところ、オンライン記録において

厚生年金保険の被保険者となっていない。 

   加えて、Ｆ商品の製作を申立人等に持ち掛けたとするＣ社の元代表取締

役は、既に死亡している上、同社は既に解散していることから、申立人等

の厚生年金保険の取扱い及び保険料控除について、確認することができな

い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ



  

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4445（事案 610 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年６月から 36 年 10 月まで  

    年金記録確認第三者委員会に年金記録の確認申立てをしたが、申立期

間当時、Ａ社において、厚生年金保険の第３種被保険者として、厚生年

金保険被保険者資格を取得した者は無く、同社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、自分の氏名及び同僚の氏名も確認できないとし

て記録の訂正を認めることはできないとの結論であったが、国会答弁で

も、勤務実態があり保険料が控除されていれば、厚生年金保険被保険者

期間として認めるとのことである。 

    間違いなくＡ社に勤務し、給与から厚生年金保険の保険料を控除され

ていたので、再度調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

   申立人のＡ社に係る申立てについては、申立人が、申立期間に坑内保安

員として同社に勤務していたとしているところ、同社において、申立期間

に厚生年金保険の第３種被保険者の資格を取得した者は無く、申立人及び

申立人が同僚とする者の氏名も、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に確認できず、ほかに厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 21 年２月 18 日付け年金記録の訂正は必

要でないとの通知が行われている。   

   今回の申立てにおいて、申立人は自己の主張を記述した複数の文書を提

出しており、当該文書の勤務実態、当時のＡ社の事業内容及び周辺事情に

係る記載は具体性があり、同僚等の供述とも符合していることから判断す

ると、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたと推認で



  

きる。 

   しかしながら、当時Ａ社で厚生年金保険被保険者であった者は、いずれ

も坑内労働者ではなかったとしており、申立人及び複数の同僚の供述によ

る坑内労働者数と、同社の厚生年金保険被保険者数とは著しい差異がある

ことから、申立期間当時、同社は坑内労働者については、厚生年金保険に

加入させていなかったものと考えられる。 

   また、申立人は、Ａ社に勤務していた際、給与から厚生年金保険料が控

除されていたと主張するが、申立人から、保険料控除を示す新たな資料提

出や周辺事情も無く、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当

たらないことから、申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4446 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年８月４日から 32 年 12 月７日まで 

    私は、昭和 31 年８月４日から 32 年 12 月６日までＡ社の正社員とし

て雇用され、Ｃ町のＤ鉱山で同社が請け負っていたＥ作業をしていた。

同社での就労当時の日記と写真があるので、申立期間を厚生年金保険被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は昭和 31 年４月から 32 年 11 月までＣ町のＤ鉱山において、Ｅ作

業を請け負っていたと回答しており、申立人の供述と一致している。 

   また、申立人は申立期間当時の日記及び写真を所持していることから、

申立期間当時、申立人がＡ社Ｂ事業所に勤務していたことがうかがえる。 

   しかし、Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿から、同社Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 31

年 10 月１日であり、申立期間のうち同日より前の期間は適用事業所では

なかったことが確認できる。 

   また、申立期間のうち、昭和 31 年 10 月１日から 32 年 12 月７日までの

期間について、申立人から提供があったＡ社Ｆ班の写真では申立人を含め

27 名が確認できるが、同社Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被

保険者名簿には重複して記載されている者を除き、当時の班長と思われる

者と申立人が名前を記憶している同僚１名を含めわずか５名の氏名が記載

されているにすぎず、申立人を含む大勢の者の氏名が記載されていないこ

とから、同社Ｂ事業所では、当時、大部分の作業員について、厚生年金保

険の加入手続を行わなかったものと考えられる。 

   さらに、Ａ社は、申立てに係る事業所の作業員数等は資料が無いため不



  

明であるとし、また、当時は、作業班の班長が個別に作業員を雇用するこ

とが多かったため、申立人は同社の正社員ではなかったと思われると回答

している。 

   加えて、上記の被保険者名簿に記載されている５名については、住所不

明のため、当時の状況及び保険料控除について照会することができない。 

   また、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほ

かに、保険料控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4447（事案 2382 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月 29 日から 40 年７月 30 日まで 

    申立期間について、新たな証拠として夫の日記帳を提出するので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど一連の

事務処理に不自然さはうかがえないほか、申立人から聴取しても受給した

記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる

事情は見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年３月

30 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、新たに申立期間に係る申立人の夫の日記帳の写しを提出し、

「日記帳は日常生活の出来事が詳細に記載されており、社会保険事務所

（当時）に対して、氏名変更の届出及び脱退手当金の請求を行い、さらに、

脱退手当金を受給していたならば、夫は必ず記載している。しかし、日記

には脱退手当金についての記載が無く、記憶も無いことから脱退手当金は

受給していない。」と主張している。 

   しかしながら、申立人の夫の日記帳に記載されていないことをもって、

脱退手当金を受給していないとは認められない。 

   また、申立人は、氏名変更の届出を行った記憶は無いと主張しているが、

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、Ａ社Ｂ工場を退職

してから２年４か月後の昭和 42 年 11 月 16 日に氏名変更がされており、

事業所が申立人に代わって手続することは通常考えられず、社会保険事務

所も勝手に氏名変更を行うとは考え難い。 

   さらに、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、脱



  

退手当金の支給確定日は氏名変更日と同日であることが確認できることか

ら、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われたと考えるのが自然であ

る。 

   これらの事実及び一連の事務処理に不自然さは無く、これは、委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

   このほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人の脱退手当金に係る記録の訂正を認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 4448 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年３月 31 日から 34 年４月１日まで 

    私は、高校を卒業して１年ほどたってからＡ社に入社した。最低１年

以上は働いたと記憶しているが厚生年金保険被保険者期間が１か月しか

ない。昭和 34 年の正月には、同僚が着物を着ていたことを覚えている。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 33 年３月から最低１年以上はＡ社に勤務していたにも

かかわらず、厚生年金保険被保険者記録が１か月しかないと主張している。 

   しかし、複数の同僚は申立人を記憶しているものの、勤務期間を記憶す

る者はおらず、申立人の勤務実態について確認できない。 

   また、Ａ社の同僚は、「Ａ社は、契約先のマネキンが多数出入りしてい

た。」と供述しているところ、申立人は、「Ａ社と同社を退職した後に勤

務したマネキンクラブの記憶が混同している。」と述べており、申立期間

において同社に在籍していたとする記憶は曖昧
あいまい

である。 

   さらに、申立人は、「入社したころは出社していたが、少したってから

は直行直帰していた。」と述べているところ、Ａ社において被保険者記録

のある複数の同僚は、「正社員は毎朝必ず出社していた。」と述べている

上、同社の元取締役は、「正社員であれば、厚生年金保険に加入させてい

た。」と述べていることから、申立人は、同社の社員ではなく、マネキン

クラブの社員であった可能性が高いものとみられる。 

   加えて、Ａ社は既に解散しており、元事業主も死亡していることから、

厚生年金保険料の控除について証言を得ることができない。 

   このほか、厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は



  

見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたこと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月ごろから 48 年３月ごろまで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に昭和47年２月ごろから48年３月ごろま

で勤務したが、申立期間の被保険者記録が無い。勤務していたことは確

かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社における、当時の同僚の一人が、「申立人は、月は不明だが昭和47

年から48年３月まで勤務していた。」と証言していることから、申立人が

申立期間において同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは昭和48年12月１日であり、申立期間は、適用事業所となってい

ないことが確認できる。 

   また、昭和48年12月以前に入社したとする複数の従業員は、同年12月よ

り前の期間は給与からの保険料控除は無かったと述べている。 

   さらに、Ａ社の事業主は、連絡先不明のため、申立人の申立期間におけ

る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について回答を得ることができない。 

   加えて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4450 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月 24 日から 33 年１月１日まで 

    Ａ社での同僚は、同社に勤務していた期間について厚生年金保険を受

給していることから、私の年金記録について年金事務所に調査を依頼し

たところ、私が同社に勤務していた期間については、脱退手当金を支給

済みとの回答だった。脱退手当金の請求手続をしたことも受給した記憶

も無い。調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日で

ある昭和 33 年１月１日の前後２年程度以内に資格を喪失し、脱退手当金

の受給要件を満たす７名の脱退手当金の支給記録を調査したところ、６名

について脱退手当金の支給記録が確認でき、その全員が被保険者資格喪失

日の約１か月後に脱退手当金の支給決定がなされている上、申立期間当時

は、通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についても、

その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考

えられる。 

   また、申立人の上記被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する

「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に

計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら約１か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4451（事案 70 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年４月ごろから 33 年３月ごろまで 

             ② 昭和 33 年４月ごろから 35 年３月ごろまで 

             ③ 昭和 39 年 10 月１日から 40 年３月１日まで 

    オンライン記録によると、昭和 31 年４月から 33 年３月までの期間及

び同年４月から 35 年３月までの期間の厚生年金保険被保険者記録が無

いが、当該期間はＡ事業所及びＢ事業所に勤務していた。Ａ事業所には、

父の紹介で入社し、同社を退職後は、夜間学校に通いながら働くことが

できたＢ事業所に勤務した。当該期間において被保険者であったことを

認めてほしい。 

    また、昭和 39 年 10 月から 40 年２月までＣ社Ｄ支店Ｅ事業所にアル

バイトとして勤務した期間の厚生年金保険被保険者記録が無いが、同社

Ｄ支店の直前まで勤務していた同社Ｆ支店の被保険者記録はある。両支

店では、同じ雇用条件で勤務していたため、Ｃ社Ｄ支店Ｅ事業所の被保

険者記録が無いのは納得できない。新しい資料は無いが、再調査の上、

当該期間において厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 31 年４月ごろから 33 年３月ごろ

までＡ事業所に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ事業所の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録は確認で

きない上、申立人は当時の事業主の姓を覚えているが名は覚えておらず、

同僚等の氏名は記憶していないため、申立てに係る証言を得ることはでき

ず、申立人の当該期間における勤務実態を確認できない。 

   また、オンライン記録において、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所



  

であったことは確認できない。 

   さらに、申立人は給与明細書等の資料を所持していないため、当該期間

に係る給与からの厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   申立期間②について、申立人は、昭和 33 年４月ごろから 35 年３月ごろ

までＢ事業所に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ｂ事業所の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録は確認で

きない上、申立人が覚えている当時の事業主の名は、オンライン記録によ

る氏名検索で該当者は確認できず、申立人は、同僚等の氏名を記憶してい

ないため、申立てに係る証言を得ることはできず、申立人の当該期間にお

ける勤務実態を確認できない。 

   また、オンライン記録において、Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所

であったことが確認できない。 

   さらに、申立人は給与明細書等の資料を所持していないため、当該期間

に係る給与からの厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間③については、Ｃ社は当時の関係資料（人事記録、賃金台帳、

源泉徴収簿等）を保管していないため、申立人に係る勤務形態及び厚生年

金保険料の控除について確認できず、同社Ｄ支店及び支店統廃合の前に存

在した同社Ｅ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人

及び申立人が名前を挙げた同僚の氏名も確認できない上、当該同僚の連絡

先は不明であるため、申立てに係る証言は得られないことなどから、既に

当委員会の決定に基づき平成 20 年６月 20 日付けで年金記録の訂正は必要

ないとする通知が行われている。 

   申立人は、今回の再申立てに当たり、新たな資料等を提出しておらず、

このほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年４月から 30 年２月１日まで 

             ② 昭和 30 年 10 月１日から 38 年９月１日まで 

             ③ 昭和 39 年１月１日から 44 年２月３日まで 

    オンライン記録によると、Ａ社（昭和35年11月１日にＢ社に名称変

更。）の厚生年金保険被保険者記録が無い。同社は実家の父が興した家

業であり、父の後を兄が継ぎ、結婚後も実家のＣ工場内に住み込み、働

き続けていた。勤務していたことは間違いないので厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業主及び複数名の元従業員の供述から、時期は特定できないも

のの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立期間①については、オンライン記録によると、Ａ社が厚生

年金保険の適用事業所となるのは昭和 30 年２月１日からとなっており、

申立期間①当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ａ社の事業主である申立人の実兄は、「申立期間①当時は当社の

全盛期であったが、自分の被保険者記録も無い。」と供述している。 

   申立期間②及び③については、Ａ社の事業主は、「会社倒産時に資料を

破棄したため詳細は分からない。申立人は、当社Ｃ工場の敷地内に住み、

家事と兼ねて当社Ｃ工場の作業を行い、業務に専従した勤務ではなかっ

た。」と回答している。 

   また、Ａ社の当時の事務担当者及び複数の元従業員は、申立人が一般従

業員と同様の取扱いをされていたのか分からないと供述している。 

   さらに、申立人の実妹２名が述べているそれぞれが勤務していた期間よ



  

りも、当該２名のＡ社における厚生年金保険の被保険者期間のほうが短い

ことが、オンライン記録により確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料

は無い上、厚生年金保険料の控除をうかがえる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から③までに係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年８月 29 日から 17 年１月１日まで 

    私は、Ａ社に平成 15 年８月 29 日から 16 年 12 月 31 日まで勤務して

いたが、この期間に関連会社のＢ社でも勤務し給与の支払を受けていた。

両方の給与を合計した総支給額に比べて標準報酬月額が低いことは納得

がいかないので、正しい標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額について、Ａ社及びＢ社から支給さ

れた給与を合計した総支給額に比べ、オンライン記録の標準報酬月額が低

くなっていることから、その相違について申し立てている。 

   しかし、Ａ社は「Ｂ社は当社の関連会社であり、申立人が支給されてい

たとする給与は当社から支給していたＣ手当であるが、この手当を加算せ

ずに標準報酬月額を算出し、社会保険事務所（当時）に届け出てしまっ

た。」と回答している。 

   また、Ａ社が提出した賃金台帳及び申立人が提出した源泉徴収票から確

認できる厚生年金保険料控除額を基に算定した標準報酬月額は、申立人に

係るオンライン記録の標準報酬月額と一致している。 

   このほか、申立人が主張する厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる給与明細書等の資料は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 41 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年３月１日から 23 年５月１日まで 

    父は、戦時中、身体が丈夫でなかったので、軍需産業であれば徴兵さ

れないとの判断で、Ａ社を昭和 20 年２月末に退職し、即日、知人を介

してＢ社Ｃ工場へ転職したと記憶しているが、同社における厚生年金保

険被保険者の資格取得日が 23 年５月１日となっている。 

    記録の無い昭和 20 年３月１日から 23 年５月１日までの期間を調査し、

厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の長男が、死亡した申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の長男は、「戦時中、身体が丈夫でなかった父は、軍需産業であ

れば徴兵されないとの判断でＡ社を昭和 20 年２月末に退社し、即日、Ｂ

社Ｃ工場（昭和 37 年５月１日にＤ社Ｅ工場に社名変更。）に転職し、25

年６月に退社するまで勤務していたが、申立期間の被保険者記録が無

い。」と主張している。 

   しかし、申立人は既に死亡しているため、当時のＢ社Ｃ工場における勤

務内容や同僚の氏名を確認できず、同社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿から申立人と同日（昭和 23 年５月１日）に被保険者資格

を取得した同僚 30 名のうち、住所と生存が確認できた３名に照会した結

果、いずれも申立人を記憶していないことから、申立人の申立期間におけ

る勤務実態及び保険料控除に関する証言を得ることができない。 

   また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人が転職したとす

る昭和 20 年３月１日に被保険者資格を取得した者 11 名すべてについて、



  

厚生年金保険の被保険者記録を調査したが、住所が確認できる者がいない

ため、当時の状況について照会することができない。 

   さらに、Ｂ社Ｃ工場及びＤ社Ｅ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の原本（４分冊１万人以上）の氏名を確認したが、申立人の申立期

間に係る記録は確認できなかった。 

   加えて、後継会社の事業主は、当時の賃金台帳を保管していないため申

立期間の申立人に係る保険料控除について不明と回答していることから、

申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認することができず、申立人も厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書や源泉徴収票等の資料を保管し

ていない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4455 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月 26 日から 59 年 10 月 15 日まで 

    私は、Ａ社Ｂ店に正社員ではないが準社員という立場で勤務していた。

厚生年金保険料も控除されていた。退職した後、同社Ｂ店は閉店し、一

緒に働いていた人は同社Ｃ店に移ったと聞いた。申立期間の被保険者記

録が無いので、調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出のあった在籍記録から、申立人が申立期間に同社にパート

タイマーとして勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当時のＡ社Ｂ店の社会保険担当者は、「パートタイマー

は週 30 時間以上勤務する場合、希望すれば厚生年金保険に加入できた。

自分は入社当初は加入せず、希望して厚生年金保険に加入したのは４年後

だった。」と供述している。 

   また、申立人の複数の同僚は、「厚生年金保険に加入するか、しないか

は任意であり、私たちは希望して加入した。」と供述している。 

   さらに、上記の担当者は、｢厚生年金保険に加入するときは、健康保険、

雇用保険に加入する３点セットであった。｣と供述しているところ、申立

人は、３つ折りの健康保険被保険者証をＡ社から受け取ったと主張してい

るが、Ｄ健康保険組合における申立人の加入記録は無く、申立人の申立期

間に係る雇用保険の加入記録も無い。 

   加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していた事実

を確認できる資料を所持しておらず、厚生年金保険料の控除等に係る記憶

も曖昧
あいまい

である。 

   このほか、申立期間について、厚生年金保険料の控除をうかがわせる関



  

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4456 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年４月から３年４月１日まで 

    私は、Ａ社に平成２年４月から３年３月 31 日まで勤務していたが、

厚生年金保険の記録が無いので、厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶していたＡ社の所在地と商業登記簿謄本の所在地がほぼ一

致していたことから、申立人が申立期間において同社に勤務していたこと

は推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、申立期間当時、Ａ社は厚生年

金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、当時の事業主及び申立人が記憶している同僚については、住所や

連絡先が不明であるため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

関する証言を得ることができない。 

   さらに、商業登記簿謄本から確認できるＡ社における最後の代表取締役

に、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について照会をしたが、

回答は得られなかった。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4457 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年２月から 39 年２月まで 

    私は、昭和 38 年２月から 39 年２月までＡ社に勤務していたにもかか

わらず、当該期間は厚生年金保険被保険者期間となっていないので記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社の事業主の氏名や仕事の内容を記憶していること、及び

同僚が「申立人の勤務していた期間は覚えていないが、申立人を知ってい

る。」と証言していることから、期間は特定できないものの申立人が同社

に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事

業主の所在も不明なため、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控

除を確認することができない。 

   また、複数の同僚から聴取したものの、申立人の申立期間における勤務

実態及び厚生年金保険料の控除をうかがえる証言を得ることができない。 

   さらに、申立人が姓のみ記憶していた同僚は、Ａ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者原票において該当者が見当たらない。 

   加えて、上記の被保険者原票には、申立期間において申立人の氏名は見

当たらない。 

   このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を控除されていた

ことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年７月から 50 年２月まで 

    私は、昭和 49 年７月から 50 年２月までの期間、Ａ社においてＢ職を

していたが、厚生年金保険の記録ではその間の被保険者記録が無い。勤

務していたことは間違いないので、調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の供述内容及び同僚の証言から、期間は特定できないものの、申

立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社の事業主は、「会社には当時の資料が無いため確認するこ

とができない。」と回答していることから、申立人の申立期間における厚

生年金保険料の控除について確認できない。 

   また、Ａ社の総務担当者は「当社では人の出入りが激しいことから、試

用期間を２、３か月程度設けている。」と供述しており、同社の元社員も

「試用期間は４か月あった。」と証言している。 

   さらに、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持して

いない。 

   このほか、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月から 57 年まで 

    私は、昭和 54 年３月から 57 年までＡ社においてＢ職として勤務して

いた。30 年以上も前のことなので厚生年金保険料を控除されていたか

記憶は無いが、会社から健康保険被保険者証をもらっていたと思うので、

調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、Ａ社でＢ職として勤務していたと述べて

いる。 

   しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

同社は昭和 31 年５月１日に厚生年金保険の新規適用事業所となり、36 年

１月 31 日に適用事業所でなくなった（以下「全喪」という。）後、再度、

63 年８月１日に適用事業所となっており、申立期間当時は、厚生年金保

険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

   また、Ａ社は、「申立期間において、当社は、厚生年金保険の適用事業

所ではなく、また、当時の資料も無いことから、申立人が勤務していたか

は不明である。」と回答しており、また、同僚に照会を行ったが、申立人

が申立期間当時同社に勤務していたことをうかがわせる証言が得られなか

った。 

   さらに、Ａ社の設立当時から同社に勤務している社員は、「Ａ社は、昭

和 31 年５月１日に新規適用事業所になったが、36 年１月 31 日に一度全

喪している。その際、自分も含め、社員は国民年金に加入した。」と証言

しており、オンライン記録において、同者は、同社が全喪した 36 年１月

31 日に同社の厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同日に国民年金に加



  

入していること、及び 63 年８月１日付けで再度同社の厚生年金保険被保

険者となっていることが確認できる。 

   加えて、申立人が記憶している同僚は、上記被保険者名簿に氏名を確認

することができない。 

   また、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給料明細書等の資料を所持してい

ない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4460 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月初めから 34 年６月末まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

した期間の加入記録が無かった。同社には中学校を卒業後、集団就職し、

住み込みで勤務した。 

    厚生年金保険料が控除されていたことを覚えているので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚が、「申立人は、昭和 33 年ごろＡ社に集団就職し、住み込みで勤

務していた。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申

立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立期間当時の事業主の子息は、Ａ社は既に倒産しており、父

も死亡している上、当時の資料も無いことから、申立人について厚生年金

保険料を控除していたかは不明と回答しており、厚生年金保険料の控除に

ついて確認できない。 

   また、申立期間に加入記録がある 11 名の同僚に照会したところ、５名

から回答を得ることができ、そのうち３名は、Ａ社における厚生年金保険

被保険者資格取得日が、それぞれ入社から約６か月ないし１年６か月後と

なっている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人と同じ昭和 17 年生まれの４名の厚生年金保険被保険者資格取得日

は、いずれも 35 年２月２日であることが確認できることから、同社では、

入社後、一定期間経過後に厚生年金保険に加入させていた事情がうかがえ

る。 

   さらに、申立人が、同じ中学校を卒業し、集団就職でＡ社に就職し、申



  

立人の退職後、同社を退職したとして名前を挙げた同僚は、上記の被保険

者名簿において氏名が見当たらない。 

   加えて、上記の被保険者名簿に申立人の氏名は見当たらず、申立期間に

おいて、健康保険の整理番号に欠番も見当たらない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4461 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月 13 日から同年 10 月６日まで 

    私は、昭和 52 年４月の途中からＡ社に採用されＢ事務所で臨時のＤ

職として同年８月まで勤務し、引き続きＣ事務所に勤務したが、厚生年

金保険の記録では、同事務所に勤務した申立期間の被保険者記録が欠落

している。 

    確かに勤務していたはずなので、当該期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された辞令簿の写し及び雇用保険の記録から、申立人のＣ

事務所における任用期間は、昭和 52 年９月１日から同年 10 月６日までで

あったことが確認できる。 

   しかし、Ａ社が任用する臨時職員の社会保険の取扱いについては、同社

から発出された通達により、任用期間が２か月を超え 12 か月未満の臨時

職員については、厚生年金保険に加入させると規定されているところ、同

社の辞令簿により、申立人のＣ事務所における任用期間は１か月であるこ

とが確認できることから、申立人の申立期間は当該基準を満たしていない。 

   また、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4462 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年３月 23 日から 38 年 12 月 13 日まで 

             ② 昭和 39 年 10 月１日から 40 年８月１日まで 

    年金記録を調べたところ、Ａ社とＢ社に勤務していた期間の記録が、

既に脱退手当金として支給済みとなっていた。しかし、私は両社の後に

勤務したＣ社を退職後に同社の脱退手当金を請求し受給した記憶はある

が、Ａ社及びＢ社の期間については、請求した覚えは無いので、調査し

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の最終事業所であるＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記さ

れているとともに、Ａ社及びＢ社の厚生年金保険被保険者番号は、同一番

号で管理されている上、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤り

は無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4463 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年４月から 32 年３月まで 

    私は、昭和 31 年４月に郷里からＢ県に転住して、Ａ社に入社し、工

場２階の食堂に同僚と寝泊まりしながら、Ｃ作業に従事していた。32

年３月まで勤務したが、厚生年金保険の記録が無いので、調査の上、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、複数の同僚の名前及び担当業務等を詳細に記憶していること

から、申立人がＡ社に在籍していたことが推認できる。 

   しかしながら、申立人より在籍が長かったとして、申立人が名前を挙げ

た同僚は、厚生年金保険には加入していなかったと供述しているところ、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿においてその氏名を確認で

きない。 

   また、申立人は、11 名の同僚の名前を挙げているが、上記被保険者名

簿において、記録を確認できない者が３名いるほか、申立期間に被保険者

となっている者のうち連絡の取れた８名中３名は、実際の入社時期と被保

険者資格の取得日について､半年から３年ほど相違していると供述してい

る。 

   さらに、上記の被保険者名簿において、申立期間における被保険者数は、

30 名程度であるところ、申立人を含め複数の同僚が記憶する従業員数は、

最も多いもので 140 名となっていることから、Ａ社では、厚生年金保険の

加入について、従業員全員を加入させる取扱いではなかったことがうかが

える。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ



  

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4464 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年８月１日から 61 年７月 31 日まで 

    ねんきん定期便で確認したところ、私が代表取締役をしていたＡ社で

の昭和 59 年８月１日から厚生年金保険の適用事業所でなくなった 61 年

７月 31 日までの期間の標準報酬月額が、９万 8,000 円に訂正されてい

る。申立期間当時、社会保険料の滞納はあったが、標準報酬月額の減額

については了解していない。申立期間の標準報酬月額を元の金額に訂正

してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、当初、昭和 59 年８月から 60 年９月までは 41 万円、同年

10 月から 61 年６月までは 47 万円と記録されていたところ、当該事業所

が適用事業所でなくなった日（61 年７月 31 日）より後の同年８月 26 日

付けでさかのぼって９万 8,000 円に減額訂正されていることが確認できる。 

   しかしながら、Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人が同社の代表取締

役であったことが確認できる。 

   また、申立人は、「個人の年金と会社の社会保険料滞納は別の話である。

標準報酬月額を引き下げることは知らなかった。」と主張しているものの、

「昭和 61 年初めごろから会社の経営状態が悪く、厚生年金保険料の滞納

があり、そのため、社会保険事務所（当時）へ相談に行った。代表者印は

自分が管理していた。」とも述べており、申立人が当該訂正処理に関与し

ていなかったとは考え難い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、Ａ社の代表取締役であった申立人

が、自らの標準報酬月額に係る記録の訂正処理に関与しながら、その処理

が有効なものでないと主張することは信義則上許されず、申立期間におけ

る標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4465 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年６月１日から 13 年１月４日まで 

    私は、平成７年４月１日にＡ社に入社し、15 年４月 30 日に退職する

まで、正社員としてＣ職の仕事に従事していたが、申立期間の記録が欠

落している。 

    申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に厚生年金保険の被保険者として勤務したと述べている

が、同社の元役員及び同僚は、「会社の経営が厳しくなったため、希望を

取り、数名が系列会社のＢ社に移籍した。」と供述しているところ、雇用

保険の記録において、申立人は同社において平成 11 年６月１日に資格を

取得し、同年 12 月 31 日に離職していることが確認できることから、申立

人は申立期間のうち、同年６月１日から同年 12 月 31 日までの期間におい

て、Ｂ社に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、オンライン記録及びＡ社の元役員の証言から、Ｂ社は厚

生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ａ社の元役員は、同社からＢ社へ転籍する社員に対し、社会保険

の適用が無いことを説明した上で個々に同意を得たとしており、申立人と

同じ平成 11 年６月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している複

数の同僚は、「資格喪失後は、自分で手続を行い、国民健康保険に入っ

た。」と供述している。 

   さらに、申立人が申立期間当時に通院した病院に記録を照会したところ、

申立人は、平成 12 年７月 27 日から 13 年１月４日までは国民健康保険に

加入している旨回答があったことから、当該期間においては、厚生年金保



  

険に加入していなかったことがうかがえる。 

   加えて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4466 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月１日から 56 年 10 月７日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 55 年４月１日から 56 年 10 月

７日までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。私は 53 年に同

社に入社し、同社Ｂ事務所で勤務し、56 年 10 月に同社を退職した。入

社以来、同社Ｂ事務所で継続して勤務していたのに、厚生年金保険の被

保険者期間に欠落があるのはおかしい。申立期間に同社で勤務していた

ことは間違いないので、厚生年金保険の被保険者期間であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は昭和 53 年にＡ社に入社し、56 年 10 月まで継続して勤務して

いたと述べている。 

   しかしながら、Ａ社は申立人に係る人事記録を保管しており、同記録に

よると、申立人は昭和 53 年２月１日に同社に入社し、55 年３月 31 日に

退職（解職）となっていることが確認できる。 

   また、Ａ社は申立人に係る年金台帳を保管しており、同台帳によると、

申立人は昭和 53 年７月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、54

年１月１日に資格を喪失後、同年２月１日に被保険者資格を再取得し、55

年４月１日に資格を喪失していることが確認でき、同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票の記録と一致している。 

   さらに、申立人が名前を挙げたＡ社の同僚は、「申立人のことを知って

いるが、私は昭和 54 年８月にＡ社を退職したので、申立期間のことは分

からない。」と供述していることから、申立期間に同社において厚生年金

保険被保険者記録があり、連絡先の判明した 30 人に申立人の勤務実態に



  

ついて文書で照会したところ、17 人から回答があったが、申立人が申立

期間に同社で継続して勤務していたとする証言は得られず、申立人の申立

期間における同社での勤務実態を確認できない。 

   加えて、上記のうち２名は、「Ａ社では、継続勤務中であっても営業成

績に応じて厚生年金保険の被保険者資格を喪失させる取扱いをしており、

このような取扱いを受けている人は多数いた。」と供述している。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除をうかがえる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4467 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 12 月１日から 36 年 10 月 26 日まで 

    私の厚生年金保険の被保険者記録を確認したら、Ａ社に勤務していた

期間について脱退手当金を支給済みとなっていた。脱退手当金の手続を

行った覚えは無く、受け取ってもいないので記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立

期間の脱退手当金は、月数に間違いは無い上、支給額も法定支給額に合致

しているなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、当該事業所に係る事業所別被保険者名簿及び厚生年金保険被保険

者台帳記号番号払出簿の申立人の生年月日が同事業所を資格喪失した昭和

36 年 10 月 26 日より後の 38 年４月３日に訂正処理が記載されており、申

立人の脱退手当金が同年５月 10 日に支給決定されていることを踏まえる

と、脱退手当金の請求に併せて生年月日の訂正が行われたものと考えるの

が自然である。 

   このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに申立

人に対する脱退手当金の支給を疑わせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 27 年２月 28 日まで 

    私は、出身中学校の職業指導の先生に紹介されて、中学校卒業後すぐ

にＡ社に正社員として就職した。社会保険料が給料から引かれていた記

憶があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社での業務内容や事業主の氏名などを明確に記憶している

こと、及び同社の新規適用日に厚生年金保険被保険者資格を取得した同僚

の証言から、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたこ

とは推認できる。 

   しかし、Ａ社は、昭和 37 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っており、申立期間は、適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、上記の同僚からは、申立人の厚生年金保険料の控除に係る供述を

得ることができず、当時の事業主は既に死亡しているため、回答を得るこ

とができない。 

   さらに、Ａ社の事業主は、申立期間において厚生年金保険の加入記録は

確認できず、加入したのは、法人としての会社設立日である昭和 42 年 11

月 20 日であることが確認できる。 

   加えて、申立人は、当時の同僚の名前については、名字のみの記憶であ

ることから、同僚調査が行えず、当時の状況が確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4469 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 35 年４月１日から同年 10 月１日まで

の期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年 12 月１日から 56 年２月 18 日ま

での期間において、厚生年金保険の被保険者であったものと認めることは

できない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年４月１日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 55 年 12 月１日から 56 年２月 18 日まで 

    私は、昭和 33 年３月１日にＡ社に入社し、34 年５月１日にＣ社とい

うＧ店（Ａ社の店舗）に転勤となり、40 年 12 月 31 日まで勤務してい

た。しかし、厚生年金保険の被保険者記録によると、33 年３月１日か

ら 34 年５月１日まではＡ社、同年５月１日から 35 年４月１日まではＢ

社、同年 10 月１日から 41 年１月１日まではＣ社の被保険者期間となっ

ているものの、35 年４月１日から同年 10 月１日までの期間は被保険者

期間となっていない。申立期間は継続してＣ社に勤務しており、給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたはずなので、記録を訂正してほしい。 

    また、昭和 55 年 12 月１日にＤ社に入社し、平成 12 年４月 20 日まで

継続して勤務していたのに、昭和 55 年 12 月１日から 56 年２月 18 日ま

での期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。給料支払明細

書を所持しており、55 年 12 月及び 56 年１月の厚生年金保険料が控除

されているので、被保険者として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、複数の同僚は、「当時、Ａ社の社員の７、８名が

Ｃ社に転勤になり、各々退職するまで同じ店舗に継続して勤務してい

た。」と証言していることから、申立人が申立期間①において、Ｃ社に継

続して勤務していたことが推認できる。 

   しかし、Ａ社は平成 12 年３月 21 日に、Ｂ社は昭和 35 年４月１日に、



  

Ｃ社は 42 年８月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

申立期間①当時の３社の事業主は連絡先が不明なため、申立人の当該期間

における厚生年金保険料の控除について、証言を得ることができない。 

   また、Ｂ社は、昭和 35 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっており、Ｃ社は同年 10 月１日に適用事業所となっていることから、

申立期間①については、２社とも適用事業所でないことが確認できる。 

   さらに、申立期間①当時Ｃ社に勤務していた同僚は申立人を含め７名い

るが、４名は昭和 34 年 11 月１日に、３名は 35 年４月１日にＢ社の被保

険者資格を喪失し、これら７名全員が、同年 10 月１日にＣ社の被保険者

資格を取得しており、７名全員に被保険者期間に欠落があることが確認で

きる。 

   このほか、申立人が申立期間①において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として

申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

   申立期間②について、申立人は、Ｄ社に係る昭和 55 年 12 月から 56 年

２月までの給料支払明細書を所持していることから、申立人が当該期間に

同社に勤務していたこと、及び厚生年金保険料が控除されていたことが確

認できる。 

   しかし、オンライン記録では、Ｄ社は昭和 56 年２月 18 日に厚生年金保

険の適用事業所となっているが、新規適用以前の従業員数について、申立

人は、「Ｄ社が設立された 55 年７月当時、本社はＥ市にあり、本社には

事業主とその妻及び娘が勤務していたのではないかと思う。その後Ｆ市の

事務所に私と同僚１名が入社した。」と述べているところ、元事業主の妻

は、「夫は当初一人でＥ市に行き、同年７月のＤ社設立後はアルバイトを

一人雇ったようだが、私がＥ市に引っ越して経理や電話番をするようにな

ったので、アルバイトはおらず、従業員は私たち２名であった。」と述べ

ていることから、申立期間②当時、同社には従業員が５名いたことが確認

できず、当該事業所は、当時厚生年金保険の適用事業所に該当しない事業

所（いわゆる「非適用事業所」）であったと考えられる。 

   なお、給料支払明細書で確認できる厚生年金保険料控除については、控

除されるべきでない保険料が控除されていたと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間②については、厚生年金保険の

被保険者となることができない期間であったことから、申立人は、当該期

間において、厚生年金保険の被保険者であったものと認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 4470 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月 29 日から同年５月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 46 年 11 月 12 日から 48 年４月 30 日まで勤務して

いたが、厚生年金保険の被保険者記録では同年４月 29 日が被保険者資

格の喪失日となっていることに納得がいかないので、資格喪失日に係る

記録を同年５月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和48年４月30日までＡ社に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ社から提出された人事記録により申立人の退職日は昭和48年

４月28日であることが確認できる。 

   また、申立人から提出された給与明細書において昭和48年４月の厚生年

金保険料が控除されていないことが確認できる上、申立人も同年４月の保

険料は支払っていないと供述している。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4471 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    私は、平成 13 年４月１日から 14 年８月 31 日までの 17 か月間、Ａ社

に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

16 か月間であった。１か月分は、会社が厚生年金保険料を納めていな

いのか、納めたが正しく記録されていないのか分からないので、調査の

上、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 14 年８月 31 日までＡ社に勤務していたと述べている。 

   しかし、申立人の雇用保険被保険者記録により、申立人の離職日は、平

成 14 年８月 30 日であることが確認できる。 

   また、事業主から提出のあった申立人に係る健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書において、資格喪失年月日が平成 14 年８月 31 日

と記載されており、オンライン記録と一致する上、同通知書の備考欄に

「８月 30 日退職」と記載されている。 

   さらに、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4472（事案 1157 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年 10 月１日から 61 年７月１日まで 

             ② 平成４年１月１日から同年７月１日まで 

    私は、Ａ社を昭和 36 年に設立し、平成４年に会社を清算するまで代

表取締役として経営に当たっていた。この間ずっと標準報酬月額は最高

額であったはずであるが、昭和 56 年 10 月から 61 年６月までは最高額

の 41 万円ではなく 30 万円となっているほか、平成４年１月から同年６

月までの標準報酬月額も 53 万円ではなく 41 万円となっている。当時の

給与明細書は無いが、経理担当者が記入した確定申告の届出用紙が残っ

ているので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の提出した昭和 61 年の確定申告書の写し

に記載されている社会保険料控除額は、申立人の主張する標準報酬月額に

基づく社会保険料控除額よりも低額であり、オンライン記録の標準報酬月

額に基づく社会保険料額とほぼ一致していることが確認できる。 

   また、複数のＡ社の社員から「当時、申立人から、『会社の業績が思わ

しくないので自らの役員報酬を引き下げる。』と聞いた記憶がある。」旨

の供述が得られた。 

   さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の標準

報酬月額について、さかのぼった訂正等不自然な処理が行われた形跡は無

い。 

   申立期間②について、申立人の提出した平成４年分の確定申告書の写し

に記載されている社会保険料控除額は、申立人の主張する標準報酬月額に



  

基づく社会保険料控除額よりも低額であり、オンライン記録の標準報酬月

額に基づく社会保険料額と一致していることが確認できる。 

   また、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額について、さか

のぼった訂正等不自然な処理が行われた形跡は無い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、そ

の主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできないとして、既に当委員会の決定に

基づき平成 21 年８月 18 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

   申立人は、当委員会の決定について納得できないとして、再度申立書を

提出したが、これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認め

られない。 

   また、前回申立人から提出された昭和 61 年分及び平成４年分確定申告

書の控の写しに記載されている社会保険料控除額を再度検証した結果、オ

ンライン記録に基づき計算した社会保険料の額とほぼ一致しており、この

ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に

基づく保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4473 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年５月 14 日から 48 年 12 月ごろまで 

             ② 昭和 48 年 12 月ごろから 50 年４月１日まで 

    Ａ社で勤務した昭和 47 年５月 14 日から 48 年 12 月ごろまでの期間の

被保険者記録が無い。私は、結婚を控え、実家に戻り、求人広告を見て

47 年５月 14 日に同社に入社した。同社の在職中にＣ職の資格を取得し

て、48 年 12 月ごろに退職するまで継続して勤務していた。 

    また、Ｂ社で勤務した昭和 48 年 12 月ごろから 50 年４月１日までの

期間の被保険者記録が無い。48 年 12 月ごろにＡ社からの転職先を探し

た時に、高校時代にアルバイトで働いたことのあるＢ社に入社したので、

同社に転職する時は１日も空白期間は無く、50 年３月に退職するまで

継続して勤務をしていた。当該期間について調査をして厚生年金保険の

被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は昭和 47 年５月 14 日にＡ社に入社し、48

年 12 月ごろまで継続して勤務していたと述べているところ、同社の事業

主は、「資料が無いので、期間については不明であるが、申立人が 20 歳

ぐらいのころ、当社で勤務したことがある。」と回答していることから、

期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは認められ

る。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は厚生年金保険の適用事

業所となっていないことが確認できる。 

   また、Ａ社の事業主は、「当社は個人商店なので、厚生年金保険の適用

事業所になったことは無い。」と回答している上、申立期間①当時、当該



  

事業主は国民年金の被保険者となっていることが確認できる。 

   さらに、申立人がＡ社で一緒に勤務していたとして名前を挙げた同僚に、

文書で照会したが、回答を得られず、申立人の同社における給与からの保

険料控除を確認できない。 

   申立期間②について、申立人は昭和 48 年 12 月ごろにＢ社に入社し、50

年３月末日まで継続して勤務していたと述べているところ、同社の事業主

は、「資料が無いので、期間については分からないが、申立人は当社で勤

務していたことがある。」と回答していることから、期間は特定できない

ものの、申立人が同社に勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社は厚生年金保険の適用事

業所となっていないことが確認できる。 

   また、Ｂ社の事業主は、「当店は個人商店で、厚生年金保険の適用事業

所になったことは無い。」と回答している上、申立人の申立期間②当時、

当該事業主は国民年金の被保険者となっていることが確認できる。 

   さらに、申立人がＢ社で一緒に勤務していたとして名前を挙げた同僚に、

文書で照会したが、回答を得られず、申立人の同社における給与からの保

険料控除を確認できない。 

   このほか、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給料明細書等の資料を所

持しておらず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかが

える関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年９月１日から 61 年 12 月１日まで 

    私は、昭和 58 年９月１日から、Ｂ市Ｃ区ＤにあるＡ社にＥ職として

勤務していた。当時の同僚の連絡先も分かるので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社の所在地や具体的な業務などを記憶している上、同社に

勤務していた当時の複数の同僚から「申立期間当時、申立人と共にＥ職と

してＡ社に勤務していた。」との証言があることから、申立人が当該事業

所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所と

なっていないことが確認できる。 

   また、オンライン記録から、申立人がＡ社に勤務していたと主張する期

間において、国民年金の加入手続を行い、昭和 57 年４月から同年７月ま

での期間、58 年８月、同年９月、59 年４月から 61 年３月までの期間及び

同年４月から同年 11 月までの期間において、申立人の旧姓での国民年金

保険料の納付記録が確認できる。 

   さらに、Ａ社における商業登記の記録が確認できず、同社から申立人の

勤務実態及び保険料控除について確認することができない。 

   加えて、申立人はＡ社における給与明細書は所持していない上、同社に

勤務していた当時の複数の同僚の当該事業所における厚生年金保険被保険

者記録は確認ができないことから、申立人が厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき



  

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


